大戦前日本の経済学者の日独比較論-ナチス･ドイツ認識と日本的特殊性の把握- by 柳澤,治
大戦前日本の経済学者の日独比較論
ナチス ・ドイツ認識 と日本的特殊性の把握 一
柳 澤 治
は じ め に
この論文は,日 中戦争開始前後か ら経済新体制にいたる時期,日 本 の 「国
家 としてのファシズム」形成期における経済学者を中心 とする社会科学者の
ナチス ・ドイツない しナチズムの理解と,そ れと結びついた日本の現状把握,
老の批判的または肯定的認識 とを考察する。 日本人社会科学者 によるナチス
分析は,ナ チス党の政権奪取以前か ら試みられており,1933年 政権掌握期
にその盛期を迎えた。この時期のナチス分析の最大の課題は,権 力把握にい
たるナチスの運動や思想の特徴 と本質,さ らに政権掌握直後のナチス ・ドイ
ツの体制的特質の解明にあった ω。 その背景に日本 自体の国家主義的 ・反
自由主義的な動向の高まりがあったことは周知の通 りである。本稿が対象と
する時期は,そ れに続 く時代,す なわち2・26事 件(1936年)を 経て,日
中戦争の勃発(1937年)と 戦時経済体制への移行,ま た外交的には 日独防
共協定(1936年)・ 日独伊防共協定(1937年),さ らに日独伊三国同盟
(1940年)に よる国際的関係を背景 に,全 体主義的な傾向が強化され,日 本
における 「国家としてのファシズム」が確立に向う時代である。 ドイツでは,
ナチス的な国家的体制(=「 国家としてのファシズム」)の 下で,再 軍備 と
第2次4ヵ 年計画(1936年)が 具体化し,続 いて1939年 ポーランド侵略,
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第二次大戦へと重大な局面が進展 しつつあった。
同時代の日本の経済学者は,ナ チズムをもはや単に運動や思想としてのファ
シズムとしてではな く,ド イツ国家のナチス的体制の問題として受け止めた。
彼 らはこのナチス的な経済体制のいかなる側面に注 目し,そ れをいかに抱え,
また自国の現実の状況にこれをどのように関連づけたか,あ るいはそれを通
じて日独間にある共通性 と日本の特殊性 とをいかに認識 しようとしていたか。
本稿は,そ のような論者 として社会政策論 における代表的な三人,風 早八十
二,服 部英太郎及び大河内一男と,経 済史 ・思想史の大塚久雄,そ して権力
機構の支配的理論を構築 しようとする日本経済学の難波田春夫を取上げるこ
とにしたい。
厳 しい時代状況 と学問研究 ・言論への国家的弾圧の下で,彼 らのナチス ・
ドイツ分析は,当 然ながら大きな束縛を受け,重 大な限界をもたざるをえな
かった。だがそのような障害と制約にもかかわらず,彼 らのナチス分析は社
会科学的な内容を備えており,そ れらの中には戦後 日本のファシズム ・ナチ
ズム研究に対 していわば先行的な業績として位置づけるべきものが含まれて
いたのである。よく知 られているように彼 らの多 くは戦前 ・戦時のこの時期
に,戦 後に継承され展開されることになる社会科学上の研究成果を生み出し
つつあった。す ぐれた分析能力を備えたその彼 らがナチス ・ドイツをいかに
理解 し,そ れを自身の社会科学的な研究の内容と方向にいかに関連 させたか。
そのナチス認識 は日本の現体制に関する理解や評価といかなる関係にあった
か。それが問題 となるのである。総力戦準備体制 ・戦時経済体制あるいは全
体主義的体制に対 して彼らの学問研究が有する関連の重要な側面がそれを通
じて示 されることになるのである②。
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1.日 本 における 「ヒトラー以後」 的要素 と 「ビスマル ク前」
的要素の結合 一 風早八+ニ ー
ドイツで ヒトラーが政権を掌握 したその1933年 に検挙 ・投獄された風早
八十二(3)は,出 獄後,1937年 に 『日本社会政策史』を公にする。 この書物
が日本における社会政策の展開を社会的再生産の発展過程の観点から解明し,
その現代的な一般性 とその特殊的な型を明 らかにした先駆的な書物であるこ
とはよく知 られている。その方法の特徴は,社 会政策を単に具体的な政策内
容についてだけでな く,資 本制社会の一般的また特殊的な歴史的展開とに関
連づけて分析 した点にあった。 日本の社会政策分析に当って風早が基準 とし
たのは,ド イツの社会政策の理論 と政策の歴史的展開であった。その際風早
は,ド イツ認識の多 くを,大 河内一男の著書 『独逸社会政策思想史』(1936
年)と 服部英太郎の論文 「独逸社会民主主義社会政策理論 の崩壊過程」
(1934年)に 負った。 日本の社会政策の歴史的特質は,ワ イマール共和制の
解体とナチス体制の成立を含めた ドイツの歴史的展開に関するこれらの社会
科学的な考察を土台にして解明され,日 本の現実問題は,ド イツの現実 との
対比の中で追究 されたのである。風早は述べている(4)。「社会政策の基底た
る日本資本主義の体系的特質はこれを英国型に対 してでなく,ビ スマークの
独逸並びにナチス ・独逸のそれと対比することによって比較的最 も明瞭に彫
刻されるであらう。」
『日本社会政策史」刊行の2年 後,風 早は論文 「日本産業機構の再編成(1
～4)」(5)を雑誌に発表する。この論文は日本の全体的な産業編成と機構の現
状と特質を分析 したものであるが,そ こで も風早は日本をナチス ・ドイツと
対比 し,産 業機構におけるドイツ型と日本型という類型構成を試みている。
このように風早において日本分析は ドイツ分析と不可分の関係にあった。 日
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本は ドイツとの対比の中で認識 され,またその中で ドイツの歴史 と現実 とが
問題 とされた。では風早の日独比較論はどのような内容をもっていたか。
(1)ナ チス的政策の日本への移植の問題と日本資本主義の特殊性
日本においてナチズムやナチス ・ドイツの経済政策 ・政策思想が具体的な
現実問題として本格的に注目されるのは,ナ チスが政権を掌握 した1933年
以降においてであった。そして間もな くそのナチス ・ドイツの政策の日本へ
の移入が現実化する。風早は 『日本社会政策史』において逸早 くこの日本へ
の 「ナチス諸政策の移入」の独自性 に注目していた(6>。1936年の 「労働組合
統制法」(陸 軍各工廠労働者の労働組合加入 ・団体行動禁止)と 「地方財政
調整交付金制」(臨 時町村財政補給金制度)の 問題がそれである。 これ らを
ナチスの国家的な労働統制ないし新地方制度の 日本版として把え,日 本の政
策上の転換をそこに見ようとする見解(後 者の場合大内兵衛)に 対 して,風
早は次のように批判 した。
① それ ら日本の政策は,ナ チスのそれと類似 しているか否かに関係なく,
それ自身の固有の発生要因を有 している。②それ らはナチスの政策と同一視
される面を有 してはいるが,同 時に独 自な側面がある。 日本の場合 ナチス
と同様の現象を生み,ド イツと共通する要因のほかに,別 の独自な要因,
「もう一つのプリンシプル」が働いている,と 。
風早は ドイツにおけるナチズムを社会民主主義の興隆とその滅亡の後に起
きた支配形態 として,従 って資本主義社会の発展の現代的な形態として理解
する。これに対 して日本の特徴は,ド イツと同 じような現代的な面と,そ れ
以前の段階 とが併存 している点にある。資本主義は世界的な体系であり,日
本もその一環として多かれ少なかれ自由主義的な原理に支配されてきた。従 っ
て自由主義的原理に対立するナチス的な統制の原理が 日本で も問題になるこ
とは否定できない。 しか し日本の特質 は,資 本主義的な体制と前資本主義体
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制 とが密接に絡み合 って展開 し,資 本主義経済の価値法則と共に,前 資本主
義的な 「拘束」が強力に作用 している点にある。 この国では自由主義の限界
の問題 としての規制と,自 由主義以前の 「拘束」の桂楷が併存するのである。
生産力の発展のためには前資本主義的な問題の解決が不可欠であ り,そ れは
むしろ後者の 「拘束」の除去,す なわち 「自由」の実現にこそある。
日本も資本主義国に属する限 りナチス ・ドイツと同様に自由主義への 「統
制」の原理が登場 して くる根拠は確かにある0し かしその 「統制」は ドイツ
と異なり,前 資本主義的な 「拘束」の意味における 「統制」 となりがちであ
る。つまり日本では 「自由」の以前にある 「統制」 と以後のそれとが相互補
強 し,重 ね合わされている。前資本主義的な 「拘束」は,ド イツの場合,ビ
スマルク帝国以前のものであって,日 本は,従 って,自 由主義の統制 として
のナチス的な要素,「 ヒットラアの ドイツ以後のもの」 と,ビ スマルク帝国
以前の前資本主義的な もの,「 ビスマークの ドイツより以前のもの」 とを兼
備 していることになる。彼は指摘する〔η。「ナチス ・ドイツはビスマークの
段階を克服 し,ワ イマール憲法の段階を超克 して構成されたものである。処
で日本資本主義は,ビ スマークの ドイツより以前のものと,ヒ ットラアの ド
イツ以後のものとを兼ね備へてるる。これは日本資本主義の根本的に大切な
前提的本質である。日本の諸対策を単純にナチス政策に類推する論者の不正
確さは此の本質を洞察 し得ないところがら来るのである。現在および近き将
来においてナチス風の社会政策が此の国に妥当すると考へる論者の不十分 さ
についても同様である。」
こうして日本資本主義における 「ビスマーク以前のエ レメント」 と 「ヒッ
トラア後のエレメン ト」 との 「比重及び結合の態様」が解明されなければな
らない。確かに第一次大戦後から大戦後にかけて,前 者から後者へ比重が移
動 した。 しかしそのような移行の中でかえって 「両者の結合」がいよいよ緊
密化 し強化 されることになった。風早は現状をこのように認識 した。
(5)5
政経論叢 第73巻 第1・2号
② 日本資本主義における 「ビスマーク以前のエレメン ト」
風早は 「ヒットラー後」の状況を,自 由主義的な資本主義の発展,資 本 と
労働 との対立的関係の展開を経た後の現象 として,そ れ らの展開に対する
「統制」 の段階として理解 した。 ドイツのナチズムは資本主義の発展におけ
る現代的な支配形態 として認識 され,そ れに対して 「ビスマーク前」は前資
本主義的な形態として捉えられた。大河内一男の 『独逸社会政策思想史』を
高 く評価する風早は⑧,ビ スマルク的社会政策論とその解体 ・社会民主主義
的社会政策論への転換の事実に関しては,大 河内の認識を前提にする。 ビス
マルク的ホーヘ ンツォルレル的 ドイツは,一 方では社会主義者鎮圧法,他 方
では疾病保険法(1883年),災 害保険法(1884年),養 老廃疾保護法(1889
年)な どの社会保険という 「飴 と鞭」の政策をとった。その背景には 「ユン
ケル的勢力」が存在 した。だが独占資本が発展 し,他 方で社会民主党勢力が ・
増大するに及んで,ビ スマルクは失脚 し,社 会主義者鎮圧法は廃止された。
つまりビスマルク的な ドイツの場合,社 会主義者鎮圧法が示すように労働者
はすでに資本家に対立するまで成長 していた。 ドイツの講壇社会主義におけ
る政策の対象は近代的労働階級であり,そ こでは労資関係は前提条件であっ
た。社会主義者鎮圧法による労働者の権利の抑圧は労働者に対する社会政策
的保護と一体となっていたのである。
ところが第一次大戦前の日本の社会政策は一方で労働者の団結と自助的方
法を一切禁止 しなが ら,労 働者保護法を欠如 し,伝 統的な 「慈恵」の観念か
らする 「救血」に止まっていた。「窮民」は 「資本に対 して」保護 さるべき
ものではな く,単 なる 「憐れまるべき」存在でしがなかった。第一次大戦前
の日本の社会政策は,存 在する労働者階級を階級 としては認あず,「 憐れま
るべき者」に対する 「宗教的慈恵」に止まり,そ れによって大衆自身の 「自
主性」の発展を防止 しようとした。それは ドイツの 「ビスマーク以前」的状
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況に対応する。
第一次大戦を画期にして日本資本主義は変化 し,労 働者階級の主観的 ・客
観的地位は向上するとともに一連の社会政策が立法化された。こうして 「ビ
スマーク」的段階に行きつくのであるが,し かし社会政策の内容は低位に止
まり,し か も 「労働大衆の自主性」の向上は抑制 された。 この政策は大恐慌
以降に継承された。労働者化 していない広範な大衆,つ まり 「反プロレタリ
ア的な小作農民」,「マニュファクチュア乃至零細家内工業の従業者」の広範
な存在も日本的特質を示 している。彼 らは階級的自覚はもたず,無 規定的な
「慈恵」政策の下 におかれている。資本家 も 「淳風美俗」主義を主張 し,こ
のような恩恵主義を維持 しようとする。社会政策による 「産業負担」を削減
させようとする企業側の意図がその背景に存在 した。
以上のように風早は,日 本資本主義における一方での旧い 「拘束」と恩恵
主義の存続,資 本家によるその利用,他 方での現代的な 「拘束」,自 由主義
の否定,そ して両者の重なり合いに注 目した。 ドイツの現状はどうか。 ビス
マルク後の ドイツでは,企 業は社会政策の 「産業負担」に耐えたが,第 一次
大戦後ヴェルサイユ体制の下で巨大資本はそれを負担 しえたものの,中 小資
本は窮迫 して巨大資本に集中された。生産政策 と社会政策の鋭い矛盾,前 者
のたあの後者の犠牲の中でナチズムは労働者の自主性を剥奪する。独占資本
主義下における労働者の自主権の奪取 というヒトラー後のこの ドイツ的状況
は日本にも共通するが,こ の国の特徴はそれが旧来の抑圧的状況と結合 して
出現 している点にある。風早はこのように理解 した。
(3)統 制的産業編成における ドイツ型と日本型 共通性 と特殊性一
(a)国 民経済的な再編成論 労働組合組織化による
コルポラテ ィズムの主張
日中戦争長期化の中で日本でのナチズム受容はより明確になる。『日本社
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会政策史』の刊行後風早は,ナ チス ・ドイツの政治 ・経済体制 に関するナチ
スの国家的な紹介の書物,H.ラ ンマース/H.プ フ トナー編 『ナチス ・ドイ
ツの基礎 ・構成 ・経済秩序』(DieGrundlagen,derAufbauunddieWirt-
schaftsordnungdesnationalsozialistischenStaates)の翻訳事業 に関与
し,ベ ルケ ンコプフ(P.Berkenkopf)の 論文 「営業政策」 とジール ップ
(F.Syrup)の 論文 「労働力の企画的配置 と事業振興」 との訳出を分担 して
いた〔9)。同じ頃,彼 は雑誌 『科学主義工業』に論文 「日本産業機構の再編成」
を発表 し,当 時進行 しつつある国民経済の編成替=統 制経済化に関 してナチ
ス ・ドイツと日本との比較論を展開する㈲。
この論文は日本における経済統制の本格化に注 目し,産 業に対する国家的
統制の機構 とその編成替,主 要産業の統制機構の編成,官 僚制的(官 治的)
な産業統制 と経済界の自主的な統制(自 治統制)と の関係,後 者の国民経済
的性格,そ れを土台にした産業編成の方向性を解明 しようとしたものである。
「新東亜国家の長期的建設」 という日本の 「歴史的任務」のために,「生産力
の飛躍的発展」は不可欠であ り,産 業機構の再編成は,そ れを支え,ま た推
進する方向でなされねばならない。そのためには 「経済の私的営利主義的側
面が ミニマムに抑制」され,そ の 「国民経済的性格がマキシマムに伸張」 さ
れることが必要となる。それは 「国家と資本と労働」 とが 「唯一の国民経済
的国家」に統合され,そ の媒介体として 「政治的推進力としての国民的政治
勢力」が結成されることを通 じてなされねばならない。
風早のこの考えは同じ頃発表された三浦錬太郎の 「新経済体制の理論 と試
案」(東 洋経済新報社,1939年7月)(11)に 対す る肯定的な評価と結びついて
いた。 自由主義的な論者 ・三浦の見解は,経 済人に対 して産業行政ぺ直接関
与する権限を与え,自 治的に産業行政に参加する制度をつ くるとともに(新
しい組合制度),そ れに基づき官民の協力行政を実現すること,ま た労働組
合を組織化 し,そ れへの参画を認めること,等 を主張するものであった。風
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早は三浦の構想が 「全国民的労働の新体制」に結びつき,官 僚的なものでな
い,「 産業担当者 自体の産業行政」,「国民的なるもの」を志向 している点を
重視 した。だが行政 ・労働 ・産業の関係を多元的並列的関係におき,そ れを
土台とした三者の連絡方式をめざす三浦の考えを風早は十分でないとし,三
者 を 「国民的労働の有機的 ・統一的」な体系に編成すべきこと,そ れらを
「有機的構成分子」 として 「合一」する 「民族協同体」を創出す ることを提
案する。
労働組合の組織化と行政への参加を軸にしたこの風早の構想は,「 民族協
同体」とそのための国民的労働の編成 という点においてナチス的である。 し
か し彼のね らいは何よりも日本における労働組合め組織化と労働者の自主性
の強化にあった。それは労組の解体を前提にしたナチス ・ドイツの労働戦線
や 日本の産業報国会の方向とは異なる独自なコーポラティズムをめざすもの
であった。そしてその構想は自由主義的な改革の立場を示す三浦錬太郎の見
解に対する肯定的な評価 と結 びついていた。われわれは同じ頃出版 され,多
くの読者を獲得 した笠信太郎の 『日本経済の再編成』(1939年12月)が や
はり三浦の考えに注 目し,そ れを吸収 しつつ批判 して、いたことを想起する必
要があるだろう。三浦の新経済体制構想は,こ の時期の経済思想の中で著 し
く重要な位置を占めるのであ り,そ れを軸に風早 と笠の構想が交錯すること
になるのである。
(b>産 業機構の再編成の ドイツ型と日本型1938年 の時点で一
風早のこの論文の核心は,当 時の国家的な総動員計画,と くに物動計画 ・
生産力拡充計画,そ れに伴 う産業機構の転換 と統制機構の確立の問題に挙っ
た。日本のこの切実な現実問題を彼はナチス ・ドイツとの対比において捉え
ようとする。
彼によれば,自 由主義的経済体制の行きづまりと,重 工業化や統制的機構
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化は資本主義国に共通する必然的現象であるが,し かしドイツと日本は自由
主義経済体制の不適応性が米 ・英 ・仏よりも顕著である点で共通 し,そ のこ
とが両国における統制的編成の強化を一層強 く要請 している。そのような共
通性を前提に した上で,日 独の統制的な産業機構の編成は,相 互に重要な相
違を示 しており,そ れは ドイツ型 と日本型と区分することができる。以下の
四点にそれが現われている。
① 産業機構の再編成のための歴史的契機 とその相違
ドイツの産業機構の再編成は,自 由主義的ないし社会民主主義的な体制の
否定とナチス的な新経済秩序の確立のために必要 とされた。ナチス政権掌握
時において ドイツの資本機構は,す でに高度化 しており,重 工業化 ・機械工
業化は高い水準に達 していた。政策の中心は,重 工業化それ自体ではな く,
むしろ食糧確保のための農業生産拡充,そ のための非工業部面への労働力の
配置に置かれていた。ナチス ・ドイツの新経済秩序の特徴は,そ れ故,農 業
を含めた全産業部門編成の思想,つ まり職分思想にあり,そ れは各部門の職
分団的自治機構として具体化された。その中には指導者原理が導入 され,ナ
チス的精神が内から浸透するように編成された。このように ドイツの産業機
構の転換は,重 工業化の意味における生産力拡充ではなく,何 よりも従来の
自由主義的ない し社会民主主義的機構の転換,「 新社会経済秩序への企業経
営および労働力の秩序づけ」のために行われたのである。
これに対 して日本の機構改革は,軍 需生産力拡充と物資需給調整及びこれ
と関連する価格統制を目的としている。軽工業が産業構成の中心であった日
本では,産 業の新機構の創出は,何 よりも重工業化を不可欠の内容 とし,
「重工業化」 と 「機構編成替」 との同時的な実現が要請 されている。
② 編成替のイニシャチヴと機構の主導的主体
ドイツにおける職分団的な機構編成のイニシャチヴはナチス党から出てお
り,ま た機構に配置された指導者(実 際にはナチス党員)は,指 導者原理に
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よって機構の内部か ら指導をする仕組になっている。
これに対 して日本では機構の編成替のイニシャチヴは政府,と くに経済政
策遂行の主務官庁である商工省と,経 済参謀本部 ともいえる企画院等の官僚
から出ている点に特徴がある。こうして機構の指導性は,官 僚による 「外か
ら」の指示に基づいている。この官僚の主導性は歴史的に見て日本の基本的
な特質をなすものであるが,し か しそのような官僚による 「外から」の指導
は実際には指導ではな く単なる命令ないし指示でしかないのである。
③ 指導の内容の特質
ドイツの職分団的自治機構は経済的任務 と社会的任務 とを有 している。経
済的任務は,生 産や配給,企 業者 ・労働者の監督,技 術教育などであるが,
しかしより重要なのはナチス的精神とその適用,と くに全体主義的経済精神
を現わす 「全体的利益 は個別的利益 に先 んず」(Gemeinnutzgehtvor
Eigennutz)と,国 民的労働奉仕の精神 とを構成員に対 して精神的に教育す
る社会的任務である。この社会的任務 と経済的任務 とは有機的に結合 してい
る。
これに対して日本の統制機構の課題は何よりも配給の技術や価格抑制と,
生産技術の改善にある。 ドイツ型の任務が経済倫理的であるとすれば,日 本
型は生産技術的である。それは,生 産力拡充の目下の必要性だけではな く,
むしろ日本経済の機構的特質に結びついているからである。 もちろん日本で
も国民精神総動員運動の形で国民精神の指導がなされてはいるが,そ れもま
た 「外から」のものであ り,ま たこの精神指導 と産業統制機構の任務である
経済指導 との間には大きな溝も存在 している。 ドイツの職分団的機構におけ
る 「経済と倫理 との統一」は,ナ チズムそのものの可否は別 としそ,日 本の
将来にとって教訓的となるだろう。
④ 統制機構 と民間企業家 ・カルテルとの関係
ナチス ・ドイツは日本と同様自由競争原理を原則 として排除しない。 ドイ
(11)11
政経論叢i第73巻 第1・2号
ツは,む しろ競争原理を重視 しつつ,同 時に経済倫理的な規制を設けて,不
正な方法による利潤獲得を排斥する。それは法律や命令による強制 としてで
はなく,企 業家 自身に対する教育の形で行われる。カルテル等の企業結合に
対する政策 も同様であ り,企 業独占そのものは排除されないが,そ の濫用が
抑制される。またその方法も国家的な干渉によるのではな く,企 業者教育や
自治的制裁によって達成 されることになっている。職分団的機構(と くに全
国工業グル ッペ)と カルテル とは併存関係にあり,カ ルテルは価格統制機能
がなお認め られているが,グ ルッペやその中央統合機構としての全国経済会
議所の監視下におかれている。
これに対 して日本の場合は,従 来のカルテル的組織それ自体を再編成 し,
それを通 じて配給統制 ・価格統制など官治的統制のための産業機構を設置す
る傾向にある。 このため企業側の反掻に直面 し,十 秀な機能を発揮できない
状況にある。その原因は民間経済の自治的統制の発展が十分でない点にもあ
る。将来は自治的統制機構と官治的統制機構の同時的な育成が必要となるだ
ろう。
こうして風早は次のように結論づける㈹。「両国の新統制機構の特質の比
較研究から得 られた私の結論 としては,ド イツのそれは機構の内からの指導
者的経済倫理的性格であるに対し,日 本のそれは,機 構の外からの官僚的 ・
生産技術的性格であると規定 しうる。」
(4)小 括
以上のように風早八十二の日独比較論は,日 中戦争開始期の日本の戦時経
済体制への移行 と,そ のための国民経済的な再編成の方式 ・方向性の問題と
不可分に結びついていた。風早のこの日独比較論は,マ ルクス主義への国家 「
的な弾圧の中で公にされた,旧 講座派学者の事実上マルク'ス経済学的な現状
分析であった。そして日本と ドイツに関す るその現実分析は,今 日から見て
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注目すべき内容を含んでいた。以下三点だけ指摘 しよう。
① 日本 とナチス ・ドイツの国家的な経済的再編成 統制的な機構の創出
は,自 由主義的経済体制の不適応性の帰結 として,他 の資本主義国とも共通
する現代的現象である。 しかし日独の場合,自 由主義経済の行きづまりが英
米に比 して顕著であり,そ の点で類似している,と 風早は論ずる。この認識
は,他 の同時代の社会科学者の多くのそれと共通する。たとえば同じ頃に公
にされた 日独の現実分析,旧 労農派有沢広巳の著書 『日本工業統制論』
(1937年)の 認識がそれである。 しかし有沢が産業的統制の現段階性を独占
資本主義段階における大恐慌の克服策,ま た切迫 した戦争危機に対する準備
として,も っぱら資本主義展開の一般性と結びつけて捉えた㈲ のに対 して,
風早はこれをより多 くその国の歴史的条件 と政治機構の特殊性に関連づけて
認識する。 ドイツに関していえば,彼 は単に ドイツの資本主義的発展のみで
なく,ワ イマール期における自由主義的ないし社会民主主義的な経済政策や
その思想的立場を重要視 し,ナ チス的な 「新経済秩序」が,そ れに対抗する,
反自由主義的 ・反社会民主主義的な思想内容をもつことを重視する。確にナ
チスの経済政策を資本の蓄積との関連に焦点を合せて捉える有沢の分析は,
ドイツの国内市場の狭隙さ,原 料の確保の点からナチズムにおける対外的拡
張主義と排外的な国内市場確保の必然性 とその矛盾,そ れによる戦争危機を
解明することができた⑯。有沢はこのように統制経済体制が資本主義の補強 ・
修正工作 として戦争準備ないし戦時経済体制をとる側面を重視 した。「ナチ
ス独裁瓦解の契機は経済法則の強力なる自己貫徹の過程に存する」と考える
有沢は,早 くも1937年 において,「 ドイツ強制経済への途」が 「ナチス経済
の破綻」 を必然化 し,1936年 の4ヵ 年計画が戦争 に直接結 びつ くことを予
想することができた㈹。 これに対してナチス体制の 「新経済秩序」とナチス
思想 ・ナチス的経済倫理の独 自な意義に注目する風早は,同 じくそれを現代
資本主義の現象 として捉えながら,ナ チス体制のそのような 「破綻」や 「瓦
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解」の見通 しとその契機を認識することができなかった。 しか し逆に,む し
ろそれ故に彼の分析は,そ のナチス体制が有する特質 を思想的内容や統制機
構をも含めて理解することができ,そ の体制が英米あ資本主義とは異な った
独 自な体制として一定期間存続 し,経 済法則からは説明 しえないさまざまな
状況を生み出すことになる現実を解明す る上で,よ り歴史具体的な観点を提
示 していた。風早の認識は,有 沢とは異 った意味でナチス体制の歴史的性格
の解明のために今 日なお一定の意義をもち続けることができるのである。
② 同様のことは日本の統制的機構の特質に関す る分析 にも該当する。 ド
イツの機構改革を戦争体制ではなくナチズムに結びつけ,そ の内在的ないし
思想的展開の帰結として捉える風早は,そ れに対比 した場合,日 本の機構的
編成替は,日 中戦争と軍需生産力拡充等の必要性という外的要因の役割の大
きい点に特徴があると指摘する。上述のように機構の再編成における戦争な
いし戦争準備的契機の重要性は有沢 も強調するところであり,上 の認識はも
ちろん風早独自の ものとすることはできない。 しか しこのような編成替のイ
ニシャチヴが もっぱら官僚の側か ら,従 って 「外か ら」与えられていたこと,
経済界(資 本)が それに反擬 していたこと,さ らにそのような官僚主導の体
制が日本の歴史的発展の特質から由来するものである点を指摘 したことは風
早の分析のす ぐれた点であった。風早のこの認識は,日 本資本主義の発展に
おける国家的主導性の特質と,欧 米に比 しての発展の構造的な遅れという彼
の日本資本主義理解と結びつき,そ れは同時にナチス ・ドイツと日本 との間
の重大な相違性に関連づけられている。日本における内在的な資本主義的発
展の遅れ,労 働者階級の自主的発展の欠如,農 村における前近代的な 「拘束」
の強力な残存は,風 早が 「日本社会政策史』で最も強 く指摘 した点であった。
それは ドイツと異なる質的な相違点をなす ものであった。 こうして風早は日
本の特殊性をヒトラー以後的な現代的要因とビスマル ク前的な前近代的要因
の結合,現 代的な自由主義否定と前近代的な反自由主義との結合 として認識
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ずる㈹。統制機構の再編成における官僚制的な方式,「 外から」 の統制機構
編成替を特徴とする日本型と,機 構の 「内か ら」の 「指導者的経済倫理的」
な編成替 としての ドイツ型,と いう風早め類型区分は,上 のような認識 と密
接に関連 している。風早のこの理解は,戦 後 日本におけるファシズム研究,
とくに ドイツ ・ナチズムを 「下か ら」・「内か ら」のファシズムとして捉え,
日本の全体主義を 「上から」の国家的ファシズムとする認識 と大きく重なり,
いわばその先駆 ということができるのである(艮7)。
③ 日独間の型の相違は同時に発展の段階的な違いで もある。風早は,ナ
チス ・ドイツを統制的経済の段階における合理的 ・現代的な形態として考え
る。それは前近代的な要素を強 く残す日本 との比較 という観点に立っている
が,こ の認識は,後 述の服部英太郎 らとも共通するばかりでな く,ナ チス ・
ドイツの現代的側面を評価する今 日の一部の歴史家の理解にも重なるもので
ある。経済体制,と くに産業再編成の様式についてナチス方式の先進性を強
調 した風早は,別 の機会に社会政策 ・労働体制のあり方についても ドイツの
長所を強調 し,日 本が 「ドイツに就いて学ぶべき」政策を指示 した(18)。すな
わち(a)平準的労働力の大量補給と熟練工補給のための労働者補習教育,科 学
的技術的な徒弟教育の仕方,㈲ 労働力の企画的配置の方式(労 働紹介 ・失業
保険中央事務局),(c》労働力の保全 と培養(賃 金規制 ・労働時間,労 働力保
善施設 と経理統制 ・利潤制限によるそのための費用捻出),(d)ド イツ的な新
労働体制の樹立,が それである。風早はとくに最後の(d)を最 も重視 し,労 働
秩序法,労 働戦線および 「歓びを通 じての力」団の編成によるナチス ・ドイ
ツの合理的労働秩序の樹立を積極的に評価 し,そ れが労働者の生産的活動に
自発的活力を吹きこんでいると指摘する。 これに対 して日本の国民総動員機
構は抽象的ないし枝葉末節的であり,ま た産業報国会 も精神運動に止まって
いて,労 働者の生産への自発的参加は見 られない,と 批判する。この認識は,
労働組合 ・労働運動の否定というナチス体制の重大な問題性を隠蔽するとい
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う決定的な問題点をもっている。 レか しナチス ・ドイツとの対比により日本
的労働体制を問題にするというこの観点は,労 働者の視点に立って行われう
る殆 ど唯一の現状批判の仕方として重要な意味を有 していたのであった。そ
して労働体制の 日独間の相違に関する風早のこの認識は,あ る意味で戦後日
本のファシズム研究の中にも継承されることになったのである。
2.ナ チス的社会国家論 と日本的労働体制の特殊性
一 服部英太郎の日独社会政策 ・労働体制比較
戦前 ・戦時の 日本において社会政策研究の観点から同時代のナチス ・ドイ
ツに最 も大きな関心を向けたのは,森 戸辰男(大 原社会問題研究所)㈹ と服
部英太郎(東 北帝大 ・1942年 同辞職 ・検挙 ・戦後復帰)(20)とであった。ここ
では後者の服部英太郎を取 り上げ,ナ チス ・ドイツの社会政策の特質に関す
る彼の分析 とそれを踏まえた日本の労働体制 ・社会政策比較論の特徴を検討
することにしたい。
ひ
ドイツでナチスが政権を掌握 した直後の1934年,服 部はそれにいたるワ.
イマール期 ドイツの社会民主主義の社会政策論 とその解体過程に関 して長篇
の論文を発表 し,風 早八十二 らによって注目された。 この論文にす ぐ続いて,
服部はナチスの 「全体主義=職 業身分的」社会政策論の系譜 に関する研究を
世 に問うた⑳。それから数年後,戦 時経済体制への移行と経済新体制が問題
となる時期に,服 部は労働体制に関わる日本のこの現実問題をナチス ・ドイ
ツのそれに関連づけて活発な論陣を展開す る。同 じ社会政策研究者の風早八
十二が再度の検挙(1940年)を 余儀なくされたこの時期において,ナ チス ・
ドイツ分析を土台 とした服部の日本分析 と現状批判は,マ ルクス主義弾圧下
の日本における事実上マルクス経済学的な数少ない成果の一つであり,後 述
の大河内一男のそれとともに日本の社会科学研究史上独自な位置を占めるこ
16(16)
大戦前日本の経済学者の日独比較論
とになる。
(1)ナ チス ・ドイツの全体主義=職 業身分的社会政策の現代的性格
社会政策は,資 本制的生産発展の段階に応 じてその表現形態を変化させつ
つ展開するという認識に立 って,服 部は資本主義の現段階のそれを国家的強
力的な労働政策及び景気政策 と癒合 した労働機会供与政策として捉える。そ
れはイデオロギーとしての社会政策的な理論構想の中に反映する。
第一次大戦後の ドイツは,す でに資本主義的展開の現代的な段階,す なわ
ち独占資本主義の典型的な形態を示 していたのであって,そ のイデオロギー
的な形態が全体主義的 ・身分的 ・職業身分的な理論構想に他ならなかった。
それは利益的 ・階級的団体としての労働組合の立場に対立 し,ま た社会民主
主義的な労働組合政策に対抗するものであ った。服部は,W.Weddigen,0.
Spann,0.v.Zwiedineck-S廿denhorst,A.Amon,F,A,Westphalen,また
G.Albrecht等 の社会政策論の思想史的展開を跡づけ,そ れをこのような理
論的構想の具体化の過程として認識する。労資の対立関係に対する労資協調
の観点 と,社会的集団 ・利益当事者集団の有機的結合,社 会的協同体への編
入と身分的ないし職業身分的編成の実現,社 会政策に対する経済政策の優位
と生産性 ・効率性の重視,個 別利害 ・階級的利害超えた国民協同体の形成等
を求める観点や構想がそれである。その背景には経営協議会の機能転化とい
う事実が存在 していた⑳。
1933年 のナチス 「国民革命」は ヴァルガの考えに依拠 しつつ服部は
述べる一 「独逸資本家階級によるナチスへの政権の委託」である。 ドイツ
の資本家階級は,社 会民主主義を支柱 とする 「自由主義的」な社会体制 ・社
会政策に対 して,そ れに代 る 「拘束的」な社会体制 ・社会政策を必要と認め,
職業身分的社会秩序をイデオロギーとして標榜するナチスに期待を寄せた。
ナチス体制はこうしてワイマール期における展開の内部から資本主義の現代
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的形態と して必然的に出現する。1933年5月 の ドイツ労働戦線(DAF),
1934年1月 国民労働秩序法,同2月 ドイツ経済有機的構成準備法,1935年
3月 ライプチヒ協定等はナチス的な職業身分的イデオ ロギーの実現形態を示
す ものである。 ドイツ労働戦線の目標は教育的文化的作用にあり,そ れは国
民的民族的協同体思想の酒養,公 益は私益に先立つという原理の実現,雇 主 ・
被傭者の宥和 と責任意識的協働に向けての意思 と能力の推進,と りわけマル
クス主義の根絶,階 級的思想の超克にあった。
だがこのナチス的な全体主義はワイマール期の全体主義的=職 業身分的政
策思想とは異なっていた。ワイマール期のそれが構想 した 「全体」の観念は
「国家」では決 してな く 「社会」その ものであり,国 家の社会政策的任務は
むしろ後退すべきものであった。ところがナチスは,全 く逆に,権 威国家,
全体国家論の立場に立 ってお り,職 業身分的社会秩序 と権威国家 ・全体国家
との理論的癒合がまさにナチス体制を特徴づけていた(23)。ナチス政権掌握直
後のナチス ・ドイツの状況を服部はこのように理解 していた。
② ナチス的社会国家の可能性と日本的労働体制の後進性
それから暫 らくして,服 部は論文 「ナチス 『社会国家』の展望」(1941年
)(24)でナチス体制の 「社会国家」 としての可能性を問題 にする。それは日中
戦争下の日本の戦時体制確立をめざす機構改革とその 「社会的実践」 との関
連で論ぜられ,従 ってナチス ・ドイツ理解はむ しろより多 く日本分析に,さ
らに日本の現状への批判に結びつけられた。ナチ冬 ・ドイツ体制の全体主義
的国家主義 と職業身分的社会政策の問題性 を強 く指摘 していた先の論文 と異
なり,この時期の服部は,こ れまでのようなナチス体制への批判的評価を全
面的に抑制 し,む しろ逆に,ナ チス ・ドイツの労働体制 ・政策体系の現代性
に着目しつつ,そ の観点から日本的現状の問題性,そ の合理性の遅れを浮き
彫 りにしようと試みた。
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① ナチス的社会国家論
服部はナチス ・ドイツが 「戦後の社会的約束」として国民養老年金制度の
創設と住宅建設計画 とを提示 し,準 備を開始 したことを重視 し,こ れを新 し
い 「社会国家」への展望をもつものとして評価する。彼はそこに二律背反的
とされる軍事的国防的支出と社会的支出,国 防国家と社会国家とが結合する
可能性を看取 し,社 会国家が国防的体制の下で現実化する方向性を指摘する。
服部はそれをナチス前の旧来の社会国家論 との対比によって示そうとする。
そもそも社会国家(あ るいは国家の社会化)と は,従 来,近 代資本主義国
家の社会政策的役割の増大を意味 しており,そ こではとくに分配政策的な視
点,国 民所得の再分配の観点が重視されてきた。経済的にはそれは国民大衆
の購買力を増大 し,国 内市場を拡張す る機能を果 し,労 働者階級の支持の下
で政治的には民主制の発展を確保するものとされた。 しか しこのような社会
国家の発展は,経 済的にみると究極的には帝国主義の段階における超過利潤
を土台にしては じめて可能であった。先進資本主義国の社会国家の下で可能
となった独占資本の高利潤と労働貴族の高賃金は,後 進資本主義国や半植民
地国 ・植民地の労働者の犠牲にもとづいており,先 進国の社会政策の限界は
その犠牲の大きさによって与えられていた。社会政策 と帝国主義 とは内的に
関連 し合 っていたのであり,そ こには世界資本主義の発展の不均衡性が前提
とされていたのである。服部はこのように鋭 く指摘する。
ところが今や新 しい状況が到来 した。労働条件の改善 と,各 種社会政策に
よる生活水準の向上,労 働者階級の強大な組織を特徴とする先進資本主義国
は,社 会国家に程遠 く,低 賃金 ・劣悪労働条件の労働者を用いることができ
る後進的あるいは半植民地的資本主義国 ・植民地 と,世 界市場の獲得をめぐっ
て対抗関係に置かれるにいたった。その斗争は生産費をめぐる激 しい競争 と
なって展開し,か くて社会政策的支出 ・負担の多い先進資本主義国は敗退の
危機に直面するにいたった。それは第一次大戦後に顕在化 した。服部は第一
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次大戦後におけるこのような世界的な不均等的発展の帰結 と,帝 国主義的体
制の変質 と動揺の現実を指摘 し,そ れに基づきナチス ・ドイツの広域経済体
制の矛盾を次のように問題にする。
もしナチス的な社会国家と 「戦後の社会的約束」 とが,東 南 ヨーロッパの
農業諸国と新たに獲得さるべき植民地か らの超過利潤 とによって可能 となる
とするならば,そ れは旧来のそれと何 ら異なるものでなく,ナ チス的社会国
家の内在的矛盾を示すことになる。 このことはフンクの欧州新経済秩序論に
も該当する。 こうして社会国家を社会政策の伝統的観念,分 配政策的視点か
ら把握 しようとする限 り,新 たな社会国家 も自ら限界をもたざるをえなくな
る,と 。
だが服部は同時にこの社会国家が戦争体制と深 く関連 して展開 してきた歴
史的経緯に注意を喚起 した。つまり,第 一次大戦中の戦時社会主義 経済の
徹底的国家化,ヒ ンデンブルグ綱領における生産 ・労働の国家的統制=総 動
員体制がそれである。戦時期のこのような政策や制度の多 くが戦後の社会民
主主義的な社会国家に継承され,労 働紹介 ・失業保険制度,労 働組合の公的
承認,労 働協約,仲 裁委員会,等 の形をとって現実化 した,と 。服部はこの
社会民主主義的な ドイツの社会国家の基本構造の中にすでにナチス的社会国
家体制への転換が準備 されていたこと,そ してナチス的な新社会国家は社会
民主主義的な社会国家 との関係の下でのみ成 り立ちえていること,を 強調
した。
彼は論 じる。ナチスの新社会国家はまず経済恐慌における社会的危機克服
を,つ いで国防国家高度化を課題 とした。それは指導者原理 と国民協同体=
経営協同体の理念によって支えられている。その体制は,① 計画的な労働配
置,賃 金等労働諸条件の統制,社 会保険など国家的社会政策の担当機関と,
②経営協同体実現のための経営社会政策の担当者で,国 家的社会政策の助力
著たる ドイツ労働戦線,と を軸としている。労働諸条件の国家的統制,と く
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に賃金統制における労働管理官の独裁的位置はナチス体制を特徴づけている
が,そ のような 「上か ら」の統制に対 して 「下か ら」の協力は不可欠である。
ドイツ労働戦線による国家的社会政策への助力こそがナチスのそれをビスマ
ルク的な社会政策から区別させるのである。「下からの社会的協力」 はまだ
制度的に確立 していないが,そ の展望はすでに与えられており,こ の点にお
いて新 しい社会国家は帝国主義的限界から自由になる可能性を有する。
以上のように服部は,一 方ではナチス体制の軍事的拡張主義の帝国主義的傾
向の可能性を問題にし,ま たナチス的社会国家の国家的独裁的性格を指摘 し
つつ,し か し,同 時に,に もかかわらず国防体制 に移行 したナチス国家が ド
イツ労働戦線の 「下か ら」の協力を前提にして新 しい形の社会国家をつ くり
出 してゆく可能性に期待 したのである。
ナチス労働体制の可能性に対する服部の積極的な評価はナチス的なヨーロッ
パ広域経済,と くにW.フ ンク と結びつけられる 「欧州新経済秩序」の構想
に関す る論評の中に一層明確に表現 された(2',)。1939年9月 ポーランド侵入
に始 まる ドイツのヨーロッパへの軍事的侵略は,帝 国主義的拡張主義には最
早結 びつけられず,逆 に 「新 ヨーロッパにおける社会政策」,「来たるべき労
働の ヨーロッパ」 を展望する 「進駐」,「社会政策の 『進駐』」 として肯定的
に捉えられた。
この認識は,ナ チスの 「国民革命」に関す る理解 と一体 となっていた。服
部はナチスの原理をもっぱ ら 「国民労働の秩序」の視点から捉え,そ れを国
民協同体に対する労働と 「業績」重視の観点に結びつけた。 このナチス的観
点は,「 自由主義経済」に対比 した時,「資本の権力」の喪失と 「労働の地位」
の向上 とに結びつ くものと考え られた。労働は国家の 「指導 と保護」に服す
る本来の意味での 「公的職務」になり,そ れが 「労働するもの」の国家体制
への 「同権的編成」一Gleichschaltungに 他ならない。ナチス政権を
独占資本主義と結びつけたかつての認識は姿を消 した。
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ドイツの対外的な軍事的行動は 「利潤追求の私的資本の道」 とは異なる
「労働とその業績」の理念の当該地域での実現 として展望される。東南 ヨー
ロッパ諸国の 「新たな経済的方向」が,さ らにフランスをも含めたヨーロッ
パ広域経済圏での階級斗争からの 「解放」が期待される。ナチス的広域経済
への 「客観的批判」の可能性を認めながら,し か し服部は次のような認識を
示す(26)。「ドイツ国防軍の 『進駐』に直 ちにつづ くものは,資 本の 『進駐』
にあらず,い わんや私益追求者の 『進駐』 にあ らず して,か えって社会政策
の 『進駐』であり,接 収とは社会政策的な接収を意味 し,そ して保護領 とは
社会政策的保護領の性格を著 しく担うもののようにさえ も見える。また総 じ
て軍事的進駐は 『国民労働の秩序』の 『進駐』を意味するものといってよい。」
服部のナチス評価は,こ のように批判的から肯定的に転換する。
② 日本的労働体制の後進性
ナチス ・ドイツの労働体制の分析 と評価は,服 部の場合も,日 本的労働体
制の特質に関する認識,そ れに対す る批判と結びついていた。彼は指摘する。
「これまで 日本の戦時経済統制 と労働統制の政策担当者 とその建設的批判者
たち」がナチス ・ドイツを 「久 しく先躍的範例」⑳ としてきた。国家総動員
法に基 く日本の労働法令等は,ド イツのそれと似たような外観を現わ してい
るのはその故であるが,し か し,労 働体制 ・社会政策の日本の現状は ドイツ
に比 して大きく遅れている。次のように彼は捉える㈱。
⑤ 日本の賃金統制令(1939年)に おける国家的な賃金規制や就業時間
制限令における成年男子工の労働時間規制は,い ずれも日本の企業と労働者
にとって,は じめての社会政策的な経験となった。それほどまでに日本の労
働体制は社会政策的な歴史的基盤を欠如 してきた。 日本には労働体制という
べきものがそ もそも存在 しなかったのである。
⑤ それ ら法令は,相 互に矛盾 し実施に際 して混乱が指摘 されている。立
法の基底 とな り,労 働体制の根幹になるべき労働新秩序に関する基本立法が
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全 く欠如しているか らである。ナチス ・ドイツの労働体制における国民労働
秩序法やイタリアの労働憲章に該当する基本的な労働法がこれまで全 く問題
とならなかった点に日本の労働体制の後進性が示 されている。労働秩序法と
労働体制の確立は,日 本の場合,そ れを阻害する企業体制の革新,つ まり営
利主義一本槍を排除する経済新体制 とともに実現 されねばならない。日本的
な国民労働秩序法が構想され,勤 労新体制確立要綱 と経済新体制確立要綱と
の理念が同時に生かされるとき,そ こにはじめて高度国防国家体制の進路が
確定することになる。
⑥ このような日本の遅れは労働者の自主性が伝統的に拒否 されてきたこ
と,企 業において企業者の家長的権利が強固なことと深く関連 している。新
体制における企業の労働=経 営協同体的関係は,本 来の姿においてではなく,
専 ら企業家の家長的権利への労働者の隷属関係の観点から理解 された。それ
は企業者による社会的恣意の強化のために利用されようとしている。ナチス ・
ドイツとは異な り日本ではこのような 「伝統的な機構的障碍」 との闘いこそ
が必要なのである。
④ 労働をそのような資本の恣意から解放 し,労 働力配置の国家的規制と
労働条件の国家的管理を実現するためには,国 家的な中枢機関を確立 し,基
底にある組織機構を改革 しなければならない。つまりナチス ・ドイツのよう
な労働局や労働管理者の制度が採用される必要がある。その意味で新しく設
けられた労務官制度を強化 し,労 務官の企業経営内部への介入,経 営内部へ
の国家権力の積極的関与を認めるようにしなければならない。
⑤ 高度国防国家は労働力自体の国家管理を特徴 とするが,し かし労働力
は同時に意識的主体性における労働者でもあり,こ ・の労働力担当者の主体的
な成熟 と自覚的協力は軍需生産拡充のたあに不可欠の条件 となる。労働力の
保全 と維持 ・培養及び労働者の主体的成熟,そ の自主性の実現のためには,
産業報国会が労働統制の社会的自治の組織機構たる地位を与えられ,労 働関
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係諸問題に主体的に関与する必要がある。
以上の観点に立って服部は経済新体制と勤労新体制の同時的な推進の重要
性を強調する。前者に関 しては,産 業の重点的再編成の機構的中核体として,
生産増強の促進母体である重要産業部門中心の統制会の機能が重要な位置を
占め,ま た後者においては労働体制の機構的拠点 として産業報国会の役割が
重要となる。それだけではない。 さらに両組織は相互に関連 し提携 してい く
ことが大切である。ナチス ・ドイツのモデルはその先例として注 目されねば
ならない。「日本高度国防国家経済=勤 労両新体制の中核組織体がいづれも'
その機構的範例を求めたナチス ・ドイツの経済体制の拠点,商 工団体と労働
体制の拠点,独 逸労働戦線との組織機構的な関係は,そ の制度的用意に於て
もちろんそのまま範例となす ことができないにしても,こ の課題解決に就て
極めて豊かな教訓を含むものといはねばならない。」㈲
ドイツでは社会政策 ・労働統制に関する課題は労働新体制の中枢体として
の労働戦線の組織的協力 にもとっ くのが原則となっている。'これに対 して商
工経済団体や,経 済の職分的自治体は,国 家の経済政策 ・4ヵ年計画実施,
戦時経済統制への協力のみに限られ,社 会政策 ・労働統制の諸問題への直接
的関与はその機能から排除されてきた。 しかし1935年3月 の 「ライプチヒ協
定」によって後者が前者に加入 し,両 者間に新たに連絡機構がつ くり出された。
労働会議所,労 働=経 済会議所及び労働委員会の創設がそれであり,と くに
最下部組織の労働委員会の活発な機能の展開が重要な意味を有 している。
ところが 日本の場合,経 済新体制の中核的組織体=統 制会の権限は,ナ チ
ス ・.ドイツと異なり,労 働力の部面にまで入 り込んでいる。 しかも統制会は
カルテル的な機能をも保有 している。統制会のもつ権限のこの二重性は,カ
ルテルの発達の低位性 と,労 働組合の未発達 と労働組合の生産的機能の抑圧
という遅れと結びついている。それは日本経済の機構的特質を示 している。
この遅れた 日本の状況に対 して必要とされているのは,ナ チス ・ドイツのよ
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うな労働 ・経済両体制の確立と両者の一元的結合機構の実現である。そのた
あに日本的な国民労働秩序法が施行され,労 働体制に関わる産業報国会の機
能が強化されること,そ れとともに産業報国会と統制会 との協力的関係が創
出される必要がある。それによって統制会(カ ルテル)が 一元的に労働統制
に関与する問題 も除かれるであろう。
(3}小 括
1942年11月 に治安維持法違反容疑で検挙されるまでの約2年 間,服 部は
戦時経済体制下の日本の社会政策 ・労働体制に関 して精力的に論文を執筆 し,
発言 した。その多 くが 『中央公論』や 『改造』など一般雑誌を通 じて広 く世
に問われた。 日本の高度国防国家と労働新体制 ・社会政策に関するこれらの
論文は,厳 しい言論弾圧の中,十 分慎重な表現を心がけつつ,し かし例外な
く現状批判的な観点に立 って執筆されてお り,シ ャープな問題意識 と緊張 し
た現実分析の内容は今 日なお一読に値するものを含んでいる㈹。 日本の現状
に対する服部の批判の観点と基準は,ナ チス ・ドイツの社会政策 ・労働体制
にあり,従 ってこρ時期の彼の論文はたいていナチス ・ドイツと日本 との比
較論の形をとっている。以下でその論点を要約 しておこう。
① ナチス ・ドイツは,す でに資本主義発展の独占段階において産業構成
の高度化を典型的に達成 し,重 化学工業の強大な基盤の上に国防経済体制を
整備 した国として,ま た独占段階の過程で社会政策 ・労働体制を展開させ,
その制度的遺産の上に国防経済体制にとって最 も適合的な労働体制を完備 さ
せた国として理解される。その体制は,帝 国主義的な基盤の上に可能 となっ
ていた旧来型の社会政策 。労働体制とは異なる,新 しい型の 「社会国家」の
姿を示 しつつある。戦時経済体制に対する労働力の主体的な担い手 ・労働者
の協力的な生産体制 こそまさにナチス ・ドイツの体制を特徴づけるものであ
る。企業の営利活動への抑制と結びついた労働 ・業績重視の国民協同体的組
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織 とその下での合理的な社会政策的配慮を服部は社会政策 ・労働体制の現代
的形態 として理解する。この認識 は,独 裁的権力と独占資本との関係を重視
し,労 働組合の解体と労働者の主体的活動の否定,全 体主義的な職業身分制
の編成 という側面を問題にした初期のナチス理解とは大きく異なっている。
ナチス評価は批判的なものから,肯 定的なものに転換 し,軍 事的侵略的行動
す らも新 しい社会政策 ・労働体制の 「進駐」として是認されるにいたった。
ナチス的体制を資本主義発展の帰結 として捉え,そ の現代性を重視する見
方は先の風早八十二 と共通する。服部は,風 早 と同様ナチス的労働体制 ・社
会政策を先行す るワイマール共和制 と社会民主主義のそれを前提とする,そ
の遺産として捉え,そ の中に 「社会国家」的な側面を見 る。 この認識は丸山
真男らの戦後 日本のファシズムの日独比較研究に見 られるナチス理解のある
側面に重なるものであり,そ の中に受け継がれているといってよいだろう⑳。
さらにナチス体制の 「社会国家」的側面は,今 日の ドイツの一部の歴史家に
よっても注目され,戦 後西 ドイツの体制への連続面をなすものとして重視 さ
れている。 この見方は総力戦的体制の合理化と現代化の効果を強調する最近
の日本の研究動向の中にも影を落としている㈱。「社会国家」的な体制が戦
時経済の準備的段階=国 防経済体制への移行の中で整備 されるという服部の
認識は,日 独の最近のこの動向と共通 し,そ れ らに対する先駆的な成果 とし
て位置づけることもできよう。だが服部は,同 時に,「社会国家」 の萌芽が
すでに最初の総力戦である第一次大戦期に準備され,ワ イマール期に継承 さ
れたこと,ナ チス期のそれが,ワ イマール的 ・社会民主主義的な労働体制の
「遺産」で しかなく,こ の歴史的前提な しには成立 しえなかったことを明確
に指摘 していた。丸山らはこの認識を継承 したが,ナ チス体制や総力戦体制
に視点を限定する最近の動向はこの観点を事実上欠いている。その意味で服
部の理解は,今 日的な研究を超えたす ぐれた内容を備えていたのである。だ
がこの認識はナチスの全体主義的な側面,労 働者 に対する国家的抑圧の側面
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に関する初期の認識の後退 と結びついていた。ナチス体制をもっぱ ら現代性
と合理的側面で捉え,そ れを肯定的に評価する服部の立場は明 らかに一面的
であった。 しかし同時に彼がその理解を,苛 酷な言論 ・思想弾圧の状況の下
で,日 本の労働体制 ・社会政策の現状への批判と密接に結びつけていた側面
も留意する必要があるだろう。そのような状況への配慮への下で認識の一面
化それ自体が 自覚 され,意 図的になされたと考えることもできるのである。
② ナチス ・ドイツの経済体制 ・労働体制は日本の国防経済体制の 「機構
的的範例」,「先躍的範例」 となった。そ して日本はその ドイツ的段階に近づ
きつつある。服部のこの認識は,産 業報国会運動に対する ドイツ労働戦線 と
ナチス的経営協同体主義の影響を強く指摘する森戸辰男の見解 と一致する㈹。
ナチス ・ドイツ的モデルへの接近は,こ のように日本の労働体制ないし社会
政策の近代的合理主義的形態への移行を意味 し,肯 定的に評価された。この
接近は,戦 時経済体制のための生産力拡充,労 働力の動員と国家的配置の必
要性 と結びついている。服部はそれが日本的労働体制の伝統的な脆弱性 ・非
能率性を克服 し,労 働体制の機構整備を促進する画期的なことがらとして評
価する。
③ ②の認識は,最 低賃金制や近代的な標準賃金の社会的基盤を欠 く日本
的な労働体制 ・社会政策の後進性への批判と一体となっている。 この後進性
は私的企業の労務管理 における低賃金 ・長時間労働 ・熟練工争奪 ・低廉労働
力徴募等の傾向と非能率性 と密接に関連する。労働条件の国家的規制に対す
る企業経営者 ・その代表的団体の嫌悪と忌避はそれと不可分の関係にある。
「ドイツ的な巨大経営の近代的合理主義的な形態」 と対比 した場合,日 本の
形態は'「精神主義 ・修養主義に著 しく偏った」特質を有 し,伝 統主義的な
「家族主義」的指導精神の作用を特徴としている㈲。 日本の労働体制におけ
る伝統的(な い し封建的)要 素の強固な規定性 と社会政策の歴史的基盤の欠
如についての認識 またその直接的原因を日本の経済機構の発展の遅れに求
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める服部の観点 は,上 述 した風早八十二のそれ と共通する。 しかし服部は同
時にそれに対す る間接的な要因として日本経済の 「米菓資本主義への機構的
『依存』」と 「米菓帝国主義による 『不等価交換』の強行」をあげる。社会政
策と帝国主義 との関係を対立的ないし消極的側面においてのみ捉えるではな
く,彼 は逆に ドイツを含めた欧米帝国主義的諸国の社会政策が歴史的には植
民地 ・半植民地国および後進資本主義国に対する 「不等価交換」の強行によ
る超過利潤の取得にもとづいていたことを重視 した。後進資本主義国として
の日本の社会政策上の遅れはそのような関連の中で把握される㈲。
④ 服部 は現在の戦時経済=労 働体制が国家的な労働 ・社会政策立法の整
備 と勤労新体制による産業報国会の機能強化を要請 していると強調 し,そ れ
らを通 じて私的企業の労働強化 ・労働力摩滅を阻止できると考える。労働新
体制の中核,産 業報国会が労働力の主体的担い手たる労働者の組織的拠点と
して機能を拡大すること,他 方経済新体制の機構的拠点,統 制会 による一面.
的な労働体制介入を抑止 し,両 組織がそれぞれの機能を中心に協力的な関係
をつ くり出す必要性を説 く。個別資本の恣意的な労働強化,労 働条件改善へ
の抵抗を克服するために企業に対する国家的規制は不可欠であ り,従 って
「勤労の国家的性格」 と同時に 「経営の国家的性格」が制度化 されねばなら
ない。それは企業の私的営利活動への国家的規制を不可避とする。服部は,
現段階の 日本の社会政策として,単 に 「生産的」社会政策だけでなく,欧 米
が帝国主義的超過利潤にもとづいて行 った 「分配的」社会政策を日本におい
て別の仕方で実現 しなければならないと考える。その方法が資本主義的私的
営利への規制,企 業利潤の抑制による余剰の政策的活用であ り,そ れを伴 う
経済新体制と勤労新体制 との同時的前進であった。 日本における 「分配的」
政策と 「生産的」社会政策との結合はそれを通 じてのみ現実化できると彼は
考えた㈹。
⑤ 服部の観点は以上のように徹底 して労働 と労働者の立場におかれてい
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た。労働者の自主性の強化と組織化は,彼 の場合,戦 時経済体制と経済力拡
充=動 員の体制を前提とし,そ の中で具体化される。それは戦時体制への労
働者の積極的な 「協力」体制の構築を意味する。 しか し彼は 「分配的」・「生
産的」社会政策=労 働体制の実現を,単 に戦時経済のみの一時的な目標 とし
ては考えず,近 代的合理的な社会政策=労 働体制の永続的な基盤の創出とし
て捉えていた。戦時経済体制を通 じて日本型の新 しい 「社会国家」を創出す
ることを構想 していたといってよいだろう。戦時経済体制を通 じて,そ れを
経る中で,新 しい体制の実現をはかるという構想は,大 河内一男と森戸辰男
らの立場 とも共通する。それこそがまさに総力戦体制への学問 ・研究の動員
体制の中で試みられた 「建設的積極的批判」の 「建設的」なるもののより進
んだ意味を示す ものであった。
⑥ 日本の総力戦体制が天皇制思想=国 体思想 と一体となっていたこと,
産業報国会の理念が 「国体の本義」 と 「事業一家」の観念と結びついていた
ことは周知の通 りである。だが服部は日本の労働体制 における伝統的な精神
主義 ・家族主義には徹底 して批判的であった。そのような日本型か ら,現 代
的合理的なナチス ・ドイツ型への転換こそが現段階の課題だと考えていた。
この観点は日本的な伝統的精神主義 ・家族主義 と不可分の関係にある国体=
天皇主義と対立せざるをえない。われわれは最近の研究動向に見られるよう
な戦時体制,総 動員体制一般についてではなく,そ の 「日本型」を問題とし
なければならない。ナチス ・ドイツ的な 「合理主義」の立場と日本的な伝統
主義,天 皇制イデオロギーとの対立はそこにおいて集中的に現われて くるの
である。後述するように難波田春夫 らの 日本主義がナチズムを否定する所以
はそこにあり,風 早や服部のナチス評価の日本での批判的意義はこの点に存
在 した。
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3.ナ チス的政策の身分制的ない し中間層的性格
大河内一男と大塚久雄一
服部英太郎と風早八十二は,ド イツのナチス体制を資本主義的展開の帰結,
ワイマール期の社会政策 ・労働体制の内在的展開の所産として捉えつつ,と
もにナチス的な労働体制における現代的 ・合理的な側面を強調 して,そ の観
点か ら日本的体制の後進性を批判 した。 しか しながらナチズムは,資 本主義
的関係に関わるばかりでなく,中 間層重視の政策思想を備えていた。それは
ナチス台頭期,と くに政権掌握期 日本でも明 らかにされていたことであった。
社会政策論においてこのことを重視 したのは大河内一男であり,経 済史の観
点からナチズムのこの特質に注目したのが大塚久雄であった。
(1)ナ チス社会政策の身分制的=国 民共同体的性格
大河内一男のナチズム批判
ナチス政権登場3年 にあたる1936年 に公にされた大河内一男の著書 『独
逸社会政策思想史』は周知のように19世 紀中葉か らワイマール共和制にい
たるまでの ドイツの社会改良主義の展開を解明した名著であるが,そ の最後
は今日もなお(む しろ一層)通 用する次の言葉で しめ くくられた(37)c「斯 く
して階級協調②理念は,資 本制社会がかかるものとして存続するかぎり,消
え去 ることはないであろう。それはただ異なれる経済的地盤においては,異
なれる主体と客体 とを持ち,且 つ異なれる理論的基礎付けを持って現われる
に過ぎない。以前 『社会的王制』,『倫理国家』,官 僚を三位一体的な主体と
し,『弱者』たる労働者階級を客体としたものは,い まや労働者は 『強者』
として主体=客 体の地位を獲たが,や がて独占資本の復活に伴って,漸 次に
その主体たる地位より放逐されるに至 り,資 本がその地位についた。戦前に
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おける社会政策はその学問的基礎付けをその主体の存在の仕方に応 じて 『倫
理的』分配政策(『 分配的正義』!)に 求めたが,い まや斯かる主体が喪失 し
た結果,そ の基礎付けはまだ 『社会関係』一般の維持,『 社会の内的 ・物質
的 ・維持強化』 に係わらしめてのみ可能とな った。『社会的王制』なる統一
的 『倫理的』価値が存在 しないかぎり,社 会政策は社会関係一般の維持に係
わらしあてのみ階級協調論と結び付き得たのである。この意味で社会政策の
学そのものもまた 『世俗化』 したということが出来る。」
このことはナチス体制にも該当する。ワイマール的社会国家=経 済国家を
否定 して登場 したナチスの社会政策は 「身分制的」(staendisch)な 性格を
備え,資 本 ・労働関係,そ の階級的関係を否定 して国民的協 同体的関係を
めざしている 大河内一男は論文 「『国民社会主義』 と社会政策」(1935
年)㈹ においてナチス ・ドイツをこのように捉えた。大河内はナチス的な社
会政策思想の二つの要素 として,① 国民的協同体感情の作興と,② 身分制的
思想,と を指摘する。ナチスはそれを通 じて階級対立の 「克服」,階 級協調
をはかろうとする。それは全体社会への生産的目的,そ の同一性による結合
を求める,と 。
大河内はこのナチス的観念によって,社 会政策が労働者階級を対象とする
階級政策であるという事実が抹殺され,政i策 の重点があたか も中間社会層
(手工業者 ・小売商 ・農民)の 救済,「 中間階級の保護」に向けられているこ
とに注 目する。中間層 は世界恐慌以降,社 会的地位の安定を国民社会主義に
求めたのであり,そ れは資本と労働への同時的反対の立場を示 している。大
河内はナチズムと講壇社会主義,と くにA.ワ グナーとの共通面を見,ワ グ
ナーの思想上の 「復活」の理由をそこに捉えた。
大河内は同時にナチス的社会政策が国家とともに 「経営」を資本と労働の
「協働」の場 として重視 したこと,Betriebsgemeinschaftた る 「経営」の下
で,Arbeitsgeber(雇 主)とArbeitsnehmer(労 働者)と の関係を対立か
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らStandesgenossenと しての融和 に変化 させようとしていることに注目す
る。経営内の福利施設の充実はそれと結びつく。それは結局は労働力の維持 ・
保全,能 率増進 ・熟練高度化のための施設であり,ま た労働力を特定企業に
呪縛 し,従 属的労働関係を経済的にも観念的にも固めようとするものでしか
ない。
労働を 「祝福」 として,ま た国家有機体 に対する 「肢体」の 「義務」とす
る観念に支 えられたナチス的社会政策の下では,「隷属的労働関係」は,国
民経済全般 として,ま た経営内部において,「 協同体国家または経営」のた
めの 「奉仕」 となり,労 働関係は 「封建的忠勤関係」に転化する。それは労
働者階級の経済的地位の改善を意味せず,逆 にその悪化を観念的に 「諦観」
させる方法であり,「すすんでそれを受容するものの考え方」である。 それ
は危機の下で独占資本が労働の支配を社会主義の手 に委ねることなく確保す
る唯一の方法であった。大河内はナチス的社会政策の本質をこのように鋭 く
分析する㈹。
服部英太郎は当初のナチス理解を修正 してナチス体制の中に社会国家の可
能性を見出 した。大河内はどうか。1940年 の論文㈹ で大河内はナチスが社
会政策的な諸政策を全 く新たな精神の下に再組織 しようと試み,そ れがある
程度まで効果を示 していることを認める。 それは労働力とその主体的存在=
労働者を国民協同体の下に編成するための一元的 ・整序的な国家政策として
進められつつある,と 。しかし大河内は,同 時にナチスの社会政策の多 くが
まだ単なる 「構想」・「理念」に止まっているに過ぎない,と 冷静に判断する。
それ故,ド イツの資本制的な経済機構は一 大河内は論 じる一 ナチスに
よる 「外か ら」の統制を多 く受けてはいるが,そ の基本構造と精神は存続 し,
従 って労働関係も,ナ チスによる労働組織 ・労働観念の改変の試みにもかか
わらず実態 においてナチス的 「構想」とは著 しく隔たっている。国民協同体
の政治 目標の前には,雇 主と被傭者 も対立的ではないとしも,そ れは決 して
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雇主が雇主たることをやめ,被 傭者が被傭者たることをやめたことを意味し
ない。「両者の経済社会における地位な らびに相互の利害の対立は,経 済体
制が根本的に,と りわけ 『下からの』推進力によって編成替えせられるので
ない限 り,真 に消滅 したとは言い難 く,ま たその限りにおいて,『 雇主 ・被
傭者』 という標識は 『無用の概念である』とは断言 し得ないであろう。ナチ
スにおける社会政策の新 しい 『構想』においては,こ のような概念は無用に
帰すべきものとせ られているであろうが,こ のような在るべきものについて
の判断を現実の労働関係における在るところの ものへの判断と置き換えるこ
とを我々は注意深 く差 し控えなければならない。」(4D。
ナチス的社会政策に関す る大河内の認識は以上のように服部の初期の理解
と重なるが,服 部のその後の評価の仕方とは異なっている。大河内のナチス
評価は全体として否定的であったといえる。大河内はその後ナチス ・ドイツ
分析か ら離れ,社 会政策論の理論的考察に向う。彼は資本制への 「外か ら」
の修正として社会政策を捉えることに疑問を提示 し,そ れに対 して経済体制
の 「内か ら」の編成替えの必要性を認識 し,そ の理論化を企画する。社会政
策はその場合経済機構それ自体 との不可分の関係において,つ まり経済機構
の再生産とその発展の論理から理解 されねばならない。大河内はそれをさし'
迫った現実,戦 時における社会政策 として,戦 時経済体制との連関における
労働力の保全と配置の不可避性 として認識する。戦時経済の円滑な遂行のた
めには労働力の再生産が不可欠であり,労 働者の自主性が強化さるべきであ
るという大河内の主張は,「 戦時に於て一切の国民はあらゆる犠牲を忍び一
切の力を挙げて国防に集中することは当然」㈹ とするような支配的な立場に
対する厳 しい批判を意味 していた。だが,大 河内の場合,こ の 「戦時」は単
なる一時的 ・経過的な状況ではな く,同 時に 「転換期」でもあり,新 しいも
のへの 「経済機構の編成替え」の時代としても理解される。社会政策は 「経
済機構の編成替えの論理」から認識 されねばならない。その際労働力の再生
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産の必要性と労働者の自主性の強化は,戦 時経済のためばかりでな く,同 時
にこのような機構の編成替えへの 「下から」の積極的な協力,そ の推進力と
して位置づけられる。体制の 「転換」 と機構的改革に際して,そ れらの力は
「体制」に対 して 「外から」ではな く,「内から」の,そ の 「胎内」からの変
革の可能性を生み出す ものと考えられた。服部 と同じように大河内も戦時経
済体制に期待 し,そ こでの労働者の推進力の強化の必要性を重視する。両者
はともに単なる資本 ・労働関係の融和論,労 資協調論の立場に立っていない。
むしろ,そ れに対する批判を前提としている。大河内はさらに踏みこんで,
あたか も労働者による 「内か らの」変革,労働者主体の生産的 ・機能的社会
の実現を密かに構想す るのである。「経済機構の編成替え」は,そ の意味で
二重の内容を もっていた㈹。
② ナチス体制と社会的中間層 大塚久雄
ナチズムと中間層と結びつきはナチス台頭期か ら指摘 とさ'れていた。そこ
で問題 とされたのは,資 本制的発展の中で解体を余儀なくされた下層の営業
者 ・農民層であり,資 本主義 に対する彼 らの反掻であった。ナチスと中間層
の関係の問題はその後本格的に論ぜ られるにはいたらず,ナ チスとこの社会
層 との関連に大きな関心を抱いた大河内一男も,A.ワ グナーやG.シ ュモラー
らの中間層重視の歴史学派的な政策思想がナチス期に再び注 目されたことを
指摘するに止まり,中 小営業者や農民の もつ独自な問題に足を踏みこむこと
な く終った。
これに対 して西洋経済史の観点に立ってナチズムと中間層の関連に独 自の
理解を表明 したのが大塚久雄(東 京帝大)で あった。大塚は当時,経 済史上
における経済活動の担い手や主体,そ の利害や運動の役割を重視するG,ア
ンウィン(Unwin),R.H.ト ーニー(Tawney),M.ジ ェームズ(James)
等のイギ リス経済史研究の新 しい成果に注 目しながら,イ ギ リスにおける資
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本主義の形成過程を農村工業 ・中産的生産者層 ・マニュファクチュアなどの
歴史的範疇によって解明 しようとしていた。『近代欧洲経済史序説(上 巻)』
(1944年)は その最も重要な成果であった(44;。この書物の末尾においてピュー
リタン革命とクロムウェルについて経済史的な分析を加える中で,大 塚は ヒ
トラー ・ナチスに言及 し,W.R.イ ング著 『英国論』(小 山東一訳)を 引用
しつつ㈲,ナ チス ・ヒトラーをクロムウェルに重ね合わせた㈹。 クロムウェ
ルはそこでは,国 庫的 。金融的な独占商人を排除 しながら営利より生産力へ
の転換を敢行 し,そ の生産力を 「近代イギ リス的営利 と異 った 『国民的』基
礎」の上に打立てようとした人物として位置づけられた。またそのプロデク
トレイ ト政権は中産的生産者層,と くに豊かな自営農民層(ヨ ーマン)を 基
体 として,「 生産力」的な 「国民」を建設 しようとする主体 として認識 され
た。そのクロムウェルと現代のナチス ・ヒトラーの理想は相互に 「全 く異 っ
た歴史的系譜 と個性」をもつ。そのことを認あた上で,大 塚はクロムウェル
とナチス ・ヒトラーの間にある共通面を見出す。ナチズムは,周 知のように
利子隷属制の打破,金 融資本の支配の排除をうたい,ま た労働 と生産的活動
の重視を打ち出 していた。ナチズムのこの主張は,ク ロムウェルとプロテク
トレイ ト政権のめざす 「国庫的 ・金融的な独占商人」の排除と,営 利に対す
る生産力の重視という目標に重ねることができる。社会的中間層を重視する
ナチス ・ドイツは金融資本的な営利本位ではな く,生 産力的な国民経済を建
設する方向をもつものとされた。ナチズムの基盤はその場合,没 落しつつあ
る中間層ではな く,生 産力の担い手であり,建 設者 としての中間層でなけれ
ばならない。大塚はナチスのめざす方向を,金 融資本 ・独占資本を担い手 と
する資本主義,あ るいは近代的なイギ リス型の営利的な資本主義とは異なる,
生産力的な中間層を推進力とする独自な資本主義の途と理解 した㈲。
ナチス ・ドイツに関するこの認識は,同 じ頃発表された別の論文でより具
体的に示された(48)。大塚は産業と人口の国内再配置をめざすナチス ・ドイツ
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のジー ドル ンク政策(Siedlung),と くに工場の農村分散 ・産業の再配置と
農工調和の計画に注 目し(49),「盟邦 ドイツ」が国民的生産力の建設の土台と
して 「健実な農村中小工業創設」に力を注いでいること,近 代工業力建設の
重要な土台として健実な 「農民」層とこれに絡み合 う 「農村工業の建設」 に
努力 している,と 指摘する。大塚は,こ れを農村工業の発達 と中産的生産者
層の成長,そ れを土台とする近代的な工業力の展開というイギ リス経済史上
の歴史的事実に対応させる。 しか しイギリスではそれは中小経営の解体,農
工の完全な分離に帰結 した。ナチス ・ドイツのめざす ものは,そ れに対 して,
農村工業の発展 と中小工業の生産力的展開を土台 としつつ,し かもイギ リス
のような全面的な農工分離を志向 しない,独 自な方向を示 している。大塚は
このように考えた。
大塚はナチス ・ドイツの発展の方向をイギリス的な農工分離の型 と区別 さ
れる中小工業重視の農工調和型として捉え,農 村への工業分散,農 村の中小
工業の創設のためのナチスの政策を積極的に評価 して,こ れを近代工業力の
建設のもう一つの可能性として位置づけた。ナチス ・ドイツに関するこの理
解は,戦 時経済体制下の日本の農村工業の肯定的評価と一体 となり,そ の論
拠 となった。
大塚は,・日本の農村工業,と くに農民経済の内部において農業に経営的に
結びついた農民的工業が,生 産力的に低位かつ遅れた状況にあることを否定
しない。 しか し,そ のことから農村工業の現時点での育成は生産力拡充の要
請に逆働す ると考えるべきではない,と してそのような農村工業反対論を批
判する。大塚は,農 村工業の消滅と農工分離とが近代工業生産力の拡充に帰
結 した歴史的事実を認める。 しか し,そ こか らいきなり農村工業が近代工業
力の拡充にとって全面的に無価値だ と推論 してはならないと述べ,「 近代工
業生産力発達の全歴史的過程 と言ふより広い視角」の重要性を指摘する。す
なわち農村工業 は本来工場制度出現の重要な前提条件であり,近 代工業力の
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「陶冶の場」であったのであり,日 本は ドイツと同じように,こ の近代工業
力の 「母胎」,「陶冶の場」を維持 しつつ,し かもその中から工業力を建設 し
てい くことによって,イ ギリス的な農工分離型ではない発展の仕方が可能に
なる,と 。
大塚のこの主張の背景には日本の産業的発展の不均等性と後進性に関する
現状認識がある。農業 。農村部面での著 しい後進性 と伝統的関係の強固な残
存と,国 民経済における消費財生産部門の比重の高 さがそれである。その消
費財部門は戦時経済体制の下での軍需工業 ・重化学工業の政策的拡充の下で
圧迫 されつつある。農村工業は消費財生産(=平 時的産業)に 基盤をおき,
生産力的に見て劣位にあるが,農 民経営の展開と結びついて発展する可能性
を残 している。 しか し戦時経済体制の強化と,重 点主義,さ らに超重点主義
による軍需工業と関連重化学工業に対する強力な国家的な生産力拡充政策,
その結果としての重化学工業化の進展という状況を背景にして農村工業反対
論は,日 本のこの重化学工業化を日本経済の進むべき方向として認識 し,ア
ジア支配(=「 大東亜共栄圏」)を 前提にした広域的な国際分業体制の出現
を予測 しつつ,農 業を含めた日本の消費財部門の比重の低下ない し消滅を推
測 して,そ のような方向に適合的でない,後進的ない し劣悪的部門の切捨て
を構想 したのである㈹。大塚はこの大東亜共栄圏を中心 とする広域的分業関
係創出論に対 して,国 民経済的な生産力の建設の側面を重視 し,そ の観点と
農村工業論を結びつけた。彼の農村工業擁護論は,広 域的国際分業論と結び
ついた重化学工業化第一主義,そ れと一体となった農民的経営 ・中小企業否
定論への批判を意味 したのである(51)。大塚の観点は,消 費財部門を含めた国
民経済の均衡的発展と,そ の土台としての農村(地 方)で の中小経営の発達,
農民的経営の成長,そ れによる農村の伝統的後進的状況の解体にあったといっ
てよいだろう。 こうしてイギリスの経済史上の事実が引用され,ナ チス ・ド
イツの政策が現実的な根拠 として肯定的に評価されることになったのである。
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4.日 独異質論 と日本的独 自性の強調
難波田春夫の天皇 ・郷土 ・家の観念一
戦前 ・戦時のナチス ・ドイツ認識とそれを基礎 とした日独比較論は,自 由
主義的 ・個人主義的な英米と対比 した場合の日本 とドイツとの間の状況の共
通性の認識を前提としており,日 本的特殊性はこの共通性の上に問題とされ
るのが普通であった。これに対 して天皇制的な日本の国家形態を世界に類の
ない独 自な価値を備えたものとし,そ の観点か らマルクス主義 ・自由主義を
否定するばか りでな く,さ らにヒトラー ・ナチスをも日本 とは全 く異質なも
のとして排除する観点が存在 した。戦時期の日本において国家権力と結びつ
き,支 配的な経済学としての位置を占めることに成功 した日本経済学がそれ
である。その理論的代表者である難波田春夫をとりあげ,そ の日独比較論,
正確には日独比較不能論を見ることにしよう。
(1)ナ チス的労働観批判
大 日本産業報国会の依頼に基づき執筆された難波田春夫の 『日本的勤労観』
が同会の 「産報理論叢書」の第一輯として出版 されたのは1942年4月 であっ
た。「国体の本義」にもとづき,全 産業一体報国,皇 運扶翼,事 業一家 ・職
分奉公,皇 国産業の興隆 勤労,剛 健明朗な生活,国 力培養を内容とする同
会 「綱領」を冒頭に掲げたこの書物の中で,著 者難波田春夫(東 京帝大)は,
マルクス主義的自由主義的経済思想 とともに,そ れに代る 「新 しい思想」,
すなわちナチス的経済思想を批判 し,そ れを排除して,日 本では 「ただ古き
経済理念の新たなる回復のみが許される」 と主張する(52)。
自由主義的 ・マルクス主義的経済思想の 「破壊作用」を強調する難波田は,
ナチスをその 「害悪」からの ドイツの救済者 として位置づける。それはナチ
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スが民族 ・民族共同体を最高理念 にしたことによって可能 となったのであり,
その結果 「経済」はその手段たる位置に引下げられ,政 治の優位が実現 した
・か らである。「公益は私益に優先す」はそのことをよく表現 している,と 。
難波田はナチスが経済の上位に民族をおき,そ れによって自由主義的マルク
ス主義的経済思想を 「克服」 したことを積極的に評価する。 しか しナチスは
経済その ものについては資本 ・労働をなお対立的関係において捉え,こ の対
立を民族の観念によって外から抑えようとするだけに止まり,そ の意味で個
人主義査完全に離脱できていない,と 批判する。
難波田はこれに対 して民族観念を一層徹底化 し,経 済をその中に包摂する。
経済社会は現実には人間の共同生活,民 族的共同生活の形をとり,経 済生活
は個人の経済的営みの単なる集合ではな く,具 体的な存在としての民族の営
むものである。つまり個人は民族の成員として経済生活に携わっており,資
本家 も労働者 も経済的である前に民族的であ り,従 って両者の関係の本質は
対立的ではない,と 。
② 日本的民族構造の独自性
難波田によれば経済の根底の規定 は,民 族であ り,日 本は独自の民族構造
をもつことによって他国にはない経済のあり方を示 している。その独 自性が
まさに国体,つ まり 「天皇を中心とする血縁的 ・精神的統一」であり,日 本
民族は一つの民族 となったときすでに 「他国には全然見ることにできぬ構造
の国家」を形成 していた(5f)。それは血縁的には皇室を 「宗家」とする 「家族
国家」として,精 神的には天皇への国民すべての 「忠誠」・「仕奉」 とし現わ
れ,「君民一体」の理想が出現 したのだ,と 。
難波田は民族の構造を国民 と国家(天 皇制的 「家族国家」)と の直接的な
関係 としては捉えない。彼は国民を 「家(族)」 として,つ いでこの 「家」
と 「家」との関連に注目し,そ れを地域社会的結合=「 郷土」として認識 し,
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それ らを立体的に関連づけて 「家 ・郷土 ・国家(国 体)」 の 「三重の人倫的
共同生活関係」 として把握する。難波田の主著 『国家 と経済』,と くに第4
巻(1941年)は このことを強調する㈱。
すなわち日本的な 「民族構造」は,モ ンスーン的風土による水田耕作を土
台とする,「家」(す なわち夫婦 ・子の水平的な家族関係ではなく,親 子関係
を主 とする縦の血縁的共同関係)と,家 と家との地縁的関係としての郷土
(自然村)と,天 皇を中心とする 「血縁的 ・精神的統一体としての国家」 と
の 「人倫理的共同関係」を意味する。 日本経済は,こ れまで外国資本の侵略
に対す る対抗 という外的条件の中で,国 家的な財政的保護と低廉な労働力と
の二つの基礎によって発展することができたが,こ の二つの基礎はまさに
「農村経済」 によって支えられてきた。農村への不均衡に重い財政的負担,
小作農民の高小作料が農家経済を圧迫 し,農 村から工業に向けて低廉な労働
力が排出されたのである。難波田はこの重い負担に耐える 「強靭な力」,「根
強い力」が農民の中に存在 したこと,そ れがまさに農村における家 ・郷土 ・
国体の民族構造であったと主張する。「農村於 ける輩固な家探的結合 と郷土
的な紐帯,さ らにまたそこに於ける強い国体意識,こ れらのものがあったれ
ばこそ,農 村は都市に比較 して甚だしく高い租税負担を負ひ,ひ いてはまた
高い小作料に圧迫せられながら,都 市に於ける近代工業の発展を70年 の間
組ひつづけて来たのである。」㈲
この民族構造は日本国有のものであり,「われわれ 日本民族の もつ永遠の
構造」であ り,か つ 「永遠のあり方」でもある。それ故 日本の戦争経済の確
立 は,経 済機構の再編成や改造によってでは決 してな く,「民族構造そのも
のの強化」以外にない。彼はこう結論する。
上の認識 は文字通 り 「天皇制国家の支配原理」の自覚的な反省 と論理化に
ほかな らない。「天皇」の支配体制は,単 に国家と国民の関係としてではな
く,天 皇制的な血縁的 ・精神的統一体たる 「家族国家」と 「家」 との関係に
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おいて,さ らに両者が村落共同体的関係によって媒介される,そ のような三
者の立体的な観念の構成体 として理解 されている。この認識は,戦 後,藤 田
省三が著書 『天皇制国家の支配原理』(1966年)に おいて試みた天皇制的支
配体制の論理に関す る社会科学的分析の内容に見事に符合する。難波田の民
族構造論 は,藤 田が学問的に解剖 した天皇制国家 ・郷土(村 落共同体)・ 家
の支配的論理 とその現実の観念的側面を,そ の時代の只中で自覚的に認識 し
たものであり,天 皇制国家の支配体制の重要な局面に関する考察として藤田
に先行する社会科学上の成果としての意義を有 している⑯。だが,難 波田の'
「民族構造」 は決 して社会的経済的な関係としての構造や機構を内容とする
ものではなかった。それは客観的な構造に対応 した社会的な意識や観念にお
ける関係,天 皇制国家を支える精神的な構造を意味 していた。 しかもそれは
単なる客観的な精神構造をこえて,同 時に自らが組みこまれ,立 脚するその
体制の理念,あ るべき姿 として提示されており,従 ってそれは体制の維持 ・
存続のための積極的イデオロギー的な論理化,思 想上の補強的作業の役割を
果すものであった。つまりそれ自体が藤田のいう天皇制国家の支配的原理を
構成 し,支 える重要な要素をな していた。天皇中心の血縁的精神的統一,そ
のような 「血 と精神」こそ日本民族の 「世界に比類のない強靭 さ」を示すも
のであり,天 皇への 「仕奉」,「君」と 「民」 との融合=「 君民一体」が最 も
大切な国民の課題だ,と いう難波田の主張は天皇制国家の支配的イデオロギー
を端的に示していたのである㈱。
天皇制的体制の論理花 ・理念化と一体 となった 「民族構造」論は,上 述の
ように,支 配体制を支える思想的構造の重要な局面を捉えた先駆的な考察と
いう面を有 していた。 しか しその内容は,決 して難波田自身の独自的な研究
によるのでな く,そ の基本的部分が同時代の,難 波田たちが排除 しようとし
たマルクス経済学者を含めた社会科学者の成果に基づいており,そ の自己流
解釈ないし一面的な換骨奪胎によるものであった。 日本資本主義論争の成果
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の利用 は,そ の重要な一部分をなす。『日本資本主義分析』で山田盛太郎が
重視 した日本資本主義の軍事的性格は,難 波田によってもっぱら外国資本の
侵略への対抗との関連で,ま た日本資本主義の基底 として否定的に認識 され
た半封建的土地所有制 ・半農奴制的零細耕作,高 率小作料と低賃金 との関係
の現実は,日 本経済の発展のための重圧と負担に耐える 「強靭な力」として,
それぞれ肯定的に評価され,最 終的に国体 ・郷土 ・家の理念と天皇への 「仕
奉」の精神に結びつけられた(58)。また 「家」 と 「郷土」の論理化のためには,
鈴木榮太郎の著書 『日本農村社会学原理』(時 潮社,1940,1947年)な どの
社会学のす ぐれた研究が用いられ,そ の一部が全体の脈略か ら切 り離されて
利用された。「民族構造」の論理は,既 成の学問的成果が解明 した特殊日本
的な社会的経済的構造の特定部分を恣意的かつ一面的に組み替え,特 殊 日本
的な精神的ないし観念的構造として構成 したものに他ならなかったのであ
る(5!)。
5.日 本独 自性論のナチス的共通性 おわりにかえて
難波田春夫は国家(国 体=天 皇中心の血縁的 ・精神的統一)・ 郷土(地 縁
的村落共同体)・ 家(親 子の縦の血縁的関係)の 三重の観念を日本的な 「人
倫的共同体」=民 族構造 として捉え,そ れを 「日本民族」に固有のもの㈹,
そ して永遠にあるべき姿 として理解 した。 この観念は,国 民精神総動員運動
や大 日本産業報国会をはじめ戦前 ・戦時の国家的な思想 ・文化政策に対 して
重大な影響を及ぼし,戦 時経済体制期の支配的思想 として機能 した。だがこ
の立場は,単 なる思想や精神の局面の認識に止まり,経 済機構,と くに戦争
準備経済 。戦時経済それ自体に関する経済学的な理解を二義的と考え,む し
ろ排除 した。総力戦準備 ・総力戦体制の確立は現行の資本主義的経済機構の
改造や編成替えを必要としたが,経 済への民族(国 家)的 規定性を強調する
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難波田は,そ れを要請する立場に反対 して,民 族構造の観念の強化,人 倫共
同体的精神,天 皇への 「仕奉」の強化の主張をもって対抗 したのである(ω。
難波田のこの精神主義的立場は,現 存の資本主義体制の編成替に対立 し,そ
の可能な限りの温存をあざすものでもあった。それは財界の立場と一致する。
周知のように資本主義体制の存続をはかる財界は当時,昭 和研究会を中心と
する経済機構の再編成と改造の構想に激 しく対立 し,ま た企画院 ・革新官僚
を推進力 とする経済新体制の企画に反撰 し,日 本的な伝統主義的な 「経済道」
を主張 して,そ れ らに対置させていた(62)。このような財界的立場から見 る時,
難波田の考えはまさに歓迎すべきものであり,「民族構造」論は,こ うして
単 に天皇制国家の思想たるに止まらないで,.同 時に戦時期の日本資本主義の
支配的思想としても役立ちえたのである。
このように難波田は,経 済学的な戦時経済体制論 とそれに立脚した合目的
的な戦時経済編成論を排除 し,排 斥 した。難波田の 「国家と経済」論と 「戦
力増強の理論」は,こ うして総力戦体制が不可避的に要請する生産力拡充等
の経済力動員とその統制の論理を全 く提示することができなかった。彼の民
族構造論は,戦 時体制の論理 としては思想構造の部面に止まり,従 って天皇
制国家の 「支配原理」の半面を構成するだけに終 ったのである㈹。
これに対 して総力戦準備 ・戦時経済体制確立のためのより合目的的な編成
原理は,企 画院をはじめとする:革新的官僚によって準備 された。いわゆる経
済新体制の構想がそれであった。彼 らはナチス ・ドイツの経済体制とその政
策思想に注目し,そ の中から戦争経済の体制的確立のための 「論理」を引出
した。公益優先原則 ・指導者原理 ・官民協力にもとつ く国防経済体制論がそ
れであった。そ して彼 らはその 「論理」を日本的な天皇制的伝統主義的観念
に結びつけた。彼 らは難波田が排除した経済機構の編成替の認識に,難 波田
が強調 した 日本的独自性の思想を接合 した。戦争体制と一体 となった天皇制
国家の 「支配原理」はまさに経済新体制を通 じて完成 されえたのである。難
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波田の民族構造論 ・日本民族独自性論は,そ の中で,経 済新体制論に対する
彼自身の主観的な反嬢にもかかわらず,そ れと一体 となり,そ れを補強する
役割を与えられたのである㈹。
難波田が民族構造として注目した家 。郷土 ・国家の精神構造の日本的特殊
性は,日 本の経済社会の特殊的な構造に対応するものであった。難波田はそ
のような客観的な構造の分析を行わず,逆 にそれを拒否 した。だが戦前 日本
社会のこの特殊性は,日 本資本主義論争の中で,と りわけ講座派マルクス主
義者によって学問的に解明されていた。その認識は,本 稿で取上げた社会科
学者,風 早八十二,服 部英太郎,大 河内一男,大 塚久雄のいずれにも共通 し
て受け継がれていた。講座派マルクス経済学に連なる風早八十二が社会政策
や産業機構の日本的特殊性を資本主義の発展の後進性 と結びつけたことはそ
の典型である。そして上述したように彼らのこの特殊性認識は,程 度の違い
はあれナチス ・ドイツとの比較と関連づけられた。日本的特殊性を 「ヒトラー
以後」的要素 と 「ビスマーク前」的要素の併存と結合 として捉える風早の理
解はその代表的な事例であった。だが日本的特殊性は,そ の場合ナチス ・ド
イツとの共通性を前提にした相違性であった。資本主義的発展の結果 として
の現代的なナチス ・ドイツ=「 ヒトラー後」は,風 早の場合,資 本主義的発
展の現代的帰結 として捉えられ,そ れと対比される日本的な独 自性(=型)
は,ヒ トラー後的な現代性とビスマルク前的な後進性 との段階的に異なる状
況の結合として理解 された。 日本的特殊性はその場合ナチス ・ドイツ的状況
への移行が可能な 「遅れ」 として,従 って ドイツの発展との同質性の中で認
識されていた。それは服部 ・大河内 ・大塚 にも多かれ少なかれ共通する。 日
独比較論は彼 らの場合,何 よりも資本主義的発展の 日独比較論であったので
ある。
これに対 して難波田は日本への資本主義経済概念の適用を回避 し,経 済に
対 して民族性を優越 させた。国家(国 体=天 皇中心の血縁的 ・精神的統一)
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と郷土(地 縁的共同体)・ 家(縦 の血縁的関係)一 「土と血」一 の 「人
倫的共同体」関係を日本民族特有の ものとし,経 済はそれによって全面的に
規定 されているとするその認識 は,資 本主義的労働関係を認めそれを外から
民族的概念で規制 しようとするナチス ・ドイツの観念と質的に異なるという
理解に立 っていた。その民族的独自性は永続的で普遍な もの,そ して望まし
きものと判断された。こうしてナチス ・ドイツとの共通性は出発点の 「民族」
において否定された。だが,そ もそも難波田の強調する民族の理念,「 血 と
土」の概念,そ のような世界観 とその精神的倫理的主張は,ま さにナチズム
の最 も重要な特質をなす ものであった。ナチスにおける民族概念の不十分さ
を批判 し,そ の徹底化をめざした難波田の民族構造論は,実 はその前提にお
いてすでにナチズムとの強い共通性を備えていたのである。著書 「国家と経
済』において難波田は民族構造の着想がゴットル ・オ ットリリエンフェル ト
(Gottl・Ottlilienfeld)か ら出ていると述べているが(65:,「人間的共同生活の
現実」とその 「構成体」を重視するゴットルの考えは,ナ チスの民族共同体
思想に最 も近 く,0.シ ュパ ンの考えが排除されたのとは逆に,ナ チス公認
の経済学たる地位を獲得 していた㈹。民族概念を決定的に重視するナチズム
は民族を 「血 と土」(BlutundBoden),血 縁 と地縁とによって有機的に結
合された民族共同体(Volksgemeinschaft)と して捉えた。民族共 同体の
理念は最高の価値を与え られ,将 来に向って永続すべきものとされた。 ナチ
スは民族の血統の源泉,純 潔性の保持,人 口の増殖,食 糧の源泉 として農業
部門と農民層の発展の必要性を強調 し,そ の健全化と強化を主張す る㈹。難
波田の民族構造論は,ゴ ットルニナチス的観念を日本的に換骨奪胎 したもの
であったのである。
難波田による民族 と人倫的共同体の関係=民 族構造(国 体 ・郷土 ・家,す
なわち 「土と血」・「血 と土」)の 観念は,こ のようにナチスの民族共同体,
「血 と土」の思想と全面的に重なり合 う。難波田による日本民族の独自性の
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重視 と,ナ チスのゲルマン民族 ・アー リア人種の人種主義的な優越論 とは,
共に民族の優秀性と他民族との異質性を強調する点で共通す る。 しかも難波
田もナチスもそれを独 自な概念 として,世 界観として位置づけ,イ デオロギー
として強調 し,国 民に強要する。両者はこの点においても同じ立場に立 って
.いた。ナチスとの異質性を主張する難波田の民族構造論は,実 際にはナチズ
ムとの共通性を最 も強 く表示 していたのである。
民族的人倫共 同体,国 体の日本的な観念 ・意識の論理 として難波田によっ
て構成 された民族構造は,現 実にはそのような意識を生み出し,再 生産する
農村の村落 ・村の社会的経済的関係を土台として有 している。 日本資本主義
の特殊性として社会科学的に認識 されたこの伝統的社会関係は,風 早八十二
によって 「ビスマルク前」的な特質を もつ ものとされた。難波田による民族
構造の観念が,ナ チスの民族共同体,「 血と土」の世界観 と共通性をもつ と
するな らば,ナ チズムのこの観念を支える現実的土台においても,日 本的特
殊性に対応する何 らかの伝統主義的な 「ビスマル ク前的」あるいは 「ビ
スマルク的」な一 要素が存在 していたはずである。事実 「血 と土」の観念
は世襲農場法(1933年9月)と して具体化され,農 地 ・農場は親子代代血
統的に結合する農民家族の基盤,食 糧生産の基礎 とされた㈹。 この法律の趣
旨に対応する現実の関係は,単 純に現代的 とはいえず,何 らかの伝統的な社
会的諸条件と結びついていたと考え られる。風早によって 「現代的」 とされ
たナチス ・ドイツにおいても日本と同様に何 らかの前近代的ないし前現代的
な要素 の存在が問題 とされねばならないのである(69>。ナチス ・ドイツにおい
ても,日 本 とは異なる度合いにおいて,現 代的合理的な要素 と民族協同体論
や伝統主義的な要素 との結合の仕方,そ の社会的経済的条件が分析される必
要があ った。それらが一体となってナチス ・ドイツの全体主義を支え,帝 国
主義的な軍事的拡張主義をつ くり出していたはずである。そのような観点は
難波田にはもとより,ナ チス ・ドイツをもっぱら現代性において認識する風
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早八十二や服部英太郎にも欠けていた。ナチス的社会国家論に示 されるよう
に,服 部はナチス的体制の中に労働者中心の労働体制 と,資 本主義的営利へ
の国家的規制を前提に した新 しい社会政策の可能性を見い出そうとした。彼
らはそのような観点に立つことによって日本の現状の後進性を批判すること
ができた㈹。だがナチズムの民族的共同体(「 血 と土」),伝 統主義の非合理
的な要素,そ れと結合 した全体主義 ・軍事的拡張主義の立入 った考察はその
ことによって排除された。彼 らはナチズムにおける現代性が伝統主義や前現
代性 と一体 となっていたことを正面か ら問題とすることができなかった。同
様のことはナチス ・ドイツの中小経営政策に注 目し,そ こにイギリス型 とは
異なる ドイツ型資本主義の発展の可能性を認識し,そ れを積極的に評価 して,
日本に適用 しようとした大塚久雄にも該当する。それをもって日本の超重点
主義政策や重化学工業的工業国家論に疑問を投げかけた大塚は,ナ チスの中
小経営重視の政策が 「血 と土」の観念と,そ れにもとつ く独裁体制 ・帝国主
義的拡張主義と結合 していたことを指摘することができなかった㈹。そして
中小経営維持のナチス的政策の中にG.シ ュモラーやA,ワ グナーの復活を
看取 し,そ こに 「ビスマルク的要素」の存在を示唆した大河内もその意味を
深 く分析することができなかった。そのような問題を視野に入れた日独比較
のより進んだ考察は戦後になってはじめて試み られることにな ったのであ
る㈹。
《注》
(1)こ の時期のナチス研究については拙稿 「戦前 日本におけるナチス経済思想の
分析」『政経論叢』第71巻 第1・2号,2002年,参 照。
(2)戦 前 ・戦時期の経済学分野の学者 ・知識人の思想と行動については,思 想の
科学研究会編 『共同研究 ・転向』(平 凡社,1960年,と くに大河内一男 ・風早
八十二を対象 とした高畠通敏論文,同,中,第2篇 第4節),長 幸男 ・住谷一
彦編 『近代 日本経済思想史H』 有斐閣,1971年,ま た石田雄著 『日本の社会
科学』東京大学出版会,1984年,山 之内靖著=『システム社会の現代的位相』
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岩 波 書 店1996年,そ の 他 が あ るが,本 稿 の よ う な分 析 は な い。 中野 敏 男 著
『大 塚 久 雄 と丸 山 真 男 』 青 土 社,2001年 は戦 時 期 の 丸 山 真 男 の ナ チ ス論 に つ い
て 立 入 っ て論 じて い るが,大 塚 久 雄 の そ れ に つ い て は簡 単 な言 及 に止 ま って い
る。 山 口定 著 『現 代 フ ァ シズ ム 論 の諸 潮 流 』 有 斐 閣,1976年,を は じめ とす
る ナ チ ズ ム論 の研 究 に関 して も同 じこ と が該 当 す る。
(3)風 早 八 十 二 著 『日本 社 会 政 策 史 』 日本評 論 社,1937年,1938年(4刷),戦
後,青 木 文 庫(上 ・下),1951年,1965年(6刷)。 風 早 の 「第三 の 道 」 論
(同 署 『労 働 の 理 論 と政 策 』 時 潮 社,1938年)を 中心 とす る評 価 と して徹,高
畠通 敏 「生 産 力 理 論一 大 河 内一 男 ・風早 八 十 二 一 」 前 掲 『共 同研 究 ・転 向』,
特 に226頁 以 下,戸 塚秀 夫 「社 会政 策 論 の 変 遷」 前 掲 長 ・住 谷 編 『近 代 日本 経
済 思 想 史 』n,197頁 以 下 。 山之 内靖 「戦 時 期 の 遺 産 と そ の 両 義 性 」 『社 会 科
学 の 方 法 皿 ・日本 社 会 科 学 の思 想 』 岩 波 書 店,1993年,144頁 以 下,同 前 掲
『シス テ ム社 会 の現 代 的 位 相 』 第2章 。 ま た風 早 の 社 会 政 策 論 と大 河 内 一 男 そ
れ との 関 連 と対 比 につ い て は,中 西 洋 著 『日本 に お け る 「社 会 政 策 」・「労 働 問
題 」 研究 』 東 京 大 学 出版 会,1979年,435頁 以 下,参 照 。 風 早 の 戦 前 か ら戦 後
に い た る実 践 的 活 動 状 況 に つ い て は,守 屋 典 郎 著 『日本 資 本 主 義 分 析 の 巨 匠 た
ち』 白 石 書 店,1982年,第6章 。
(4)風 早,同 上 書,474頁,文 庫(下),535頁 。
(5)風 早 八 十 二 「日本 産 業 機 構 の 再 編 成 」1～4『 科 学 主 義 工 業 』 第3巻2～5号
(1939年7月 ～10月)。 な お 風 早 は この 論 文 に先 立 っ て 「日本 産 業 機 構 と生 産
力 拡 充 」 同 上,第1巻7号(1937年12月),そ の続 編 「日本 産 業 資 本 の 価 値
構 成 の変 化 を 通 じて 見 た 生 産 力 拡 充」 同上,第1巻8号(1938年1月)を 発
表 して い る。
(6)以 下,風 早,同 上 書,第10章,と くに474頁 以下,同 文 庫(下),535頁 以
下 。
(7)同,474頁 。
(8)同,1頁,同 頁 注。
(9)そ れ ぞ れPaulBerkenkopf,GewerbeundGewerbepolitik,inH.H.
Lammers/H.Pfundtner(Hrsg),Grundlagen,AufbauundWirtschafts-
ordnungdesnationalsozialistischenStaates,Bd.3,Berlin1936f.;Friedrich
Syrup,ArbeitseinsatzundArbeitsbeschaffung,in。A.a.0.風早 の訳 は,前
者 が訳 書 『新 独 逸 国家 大 系 』 第9巻,日 本 評 論 社,1939年,後 者 は,同,第ll
巻,同,に 収 め られ て い る。 な お 原 本 とそ の 翻 訳 の 意 義 につ いて は拙 稿 「日本
に お け る 『経 済 新 体 制 』 問 題 とナ チ ス経 済 思 想 」 『政 経 論 叢 』 第72巻 第1号,
2003年,参 照 。
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(10)同,風 早,上 記論文(1),5頁 以下。
(ll)三 浦錬太郎については,原 輝史編 『早稲田派エコノミス ト列伝』早稲田大学
出版部,1998年,3(松 尾専売),同 松尾編集 ・解説 『三浦錬太郎論説集 ・大
日本主義か小 日本主義か』東洋経済新報社,1995年 。
(12)風 早,同 上論文,ll頁 。
(13)有 沢広巳著 『日本工業統制論』有斐閣,1937年,た とえば235頁 。
(14)同 上,230頁 以下。
(15)同 署 『戦争と経済』 日本評論社,1937年,173頁 以下,277頁 以下,327頁
以下,参 照。
(16)日 本の産業編成の特殊性に関する風早の認識のうち,軽 工業の比重の大きさ
と重工業化の遅れの問題は当時一般的に指摘されていたことが らであって風早
特有のものではない。 しかしそれらが本文のように質的な違いに関連づけられ
ると,そ れは風早の独自な理解とな るだろう。なお,こ の点に関連 して有沢,
前掲書,第1篇,と くに60頁 。
(17)丸 山真男著 「現代政治の思想と行動(増 補版)』 未来社,1964年,1965年
(ll刷),と くに二,三 。
(18)風 早八十二 「日本の戦時経済進展 と社会 ・労働政策」『新独逸』(新 独逸国家
大系月報)第3号,1939年9月 。
(19)森 戸辰男 『独逸労働戦線 と産業報国運動」改造社,1941年,は その代表的
な成果である。この時期の森戸については,三 谷太一郎著 『近代日本の戦争 と
政治』岩波書店,1997年,1,と くに62頁 以下,高 橋彦博著 「戦間期 日本の
社会研究センター』柏書房,2001年,第 一部分析皿,参 照。
(20)服 部英太郎の経歴や学問研究については 「服部英太郎著作集』補巻,未 来社,
1976年,及 び同 『著作集』第1巻(同,1967年),巻 末 「解題」(服 部文男),
参照。戦前 ・戦時期の服部の見解については,同 『著作集』第2巻 西岡幸泰
「解題」,同 第5巻 氏原正治郎 「解題」が戦後の服部の立場に立 って要約を試み
ている。
(21)風 早,前 掲書,1頁,文 庫(上),29頁 。服部英太郎 「独逸社会民主主義社
会政策論の崩壊過程」東北大学法学部編 『十周年記念経済論集』岩波書店,
1934年 。服部は翌1937年 に次の論文を発表 している。同 「「全体主義=職 業
身分的』社会政策理論構想の課題～独逸社会政策論史断片～」東北帝国大学経
済学会 『研究年報 ・経済学』3,1935年 。両論文 とも文言が一部修正され同上
『著作集1・ ドイツ社会政策論史(上)』 未来社,1967年,第1編,第2編に
収録。
(22)同 「「全体主義=職 業身分的』社会政策理論構想の課題」
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(23)同 上,194頁 以下。
(24)以 上についてはとくに同 「ナチス 「社会国家』の展望」『中央公論』第56年
4号(1941年4月)。 同上 『著作集』補巻,同 上4巻 ・六。
(25)同 「ナチスの欧州新社会秩序の構想」『改造」第23巻7号(1941年4月),
同 『著作集」補巻。フンク(WaltherFunk)〔1890-1960年,ドイツ経済相 ・
ライヒスバンク頭取〕のウィーンでの講演(1941年6月)を 参照。W.Funk,
WirtschaftsordnunginNeuenEuropa,Wien1941.
(26)服 部,同 上,そ れぞれ91頁,178頁 。ナチス体制の可能性に対する期待は,
1年 後の1942年 の文章 「ヨーロッパ広域圏社会政策の展開」同上 『著作集』
所収,に も示 されている。ナチス ・ドイツの広域圏における 「社会政策的配慮」
に対する評価は,日 本の 「大東亜建設」における同様の 「合理的配慮」の必要
性の強調と一体となっている。同 「大東亜建設に於ける勤労体系」『中央公論』
第57年8号(1942年8月),同『著作集」第4巻,結 論。
(27)同 「戦時労働 と生産増強の課題」「日本評論』第17巻6号(1942年6月),
33頁,同 『著作集』第4巻,第3章 第2節,240頁 。
(28)同 「高度国防国家と労働体制の進路」「中央公論』第56年9月 号(1941年9
月),同 上 『著作集』序説。
(29)同 「戦時社会政策と経済=勤 労新体制～産報 と統制会の関連に就て～」「商
工経済』第13巻3号(1942年3月)142頁,同上 『著作集』第2章 第3節,
200頁 。
(30)同 上 「著作集』第4巻 及び同2巻 への上掲各 「解説」を見よ。周知のように
戦後の社会政策研究において服部英太郎の見解はとくに大河内一男との論争 と
の関連で注目され,そ れをめ ぐって多 くの研究が発表された。 しかし,こ こで
問題にしているのは服部の戦時体制に関する同時代的分析である。なお氏原 ・
西岡の 「解題」,と くに後者のそれはこの時期の服部のナチス理解をファシズ
ム批判の立場 としているが,本 稿の評価は本文で述べた通 りである。
(31)た とえば丸山,前 掲書,56頁 以下。
(32)そ の動向と問題性については,川 瀬泰史 「ナチスの 『近代性」」「立教経済
学研究』第47巻1号(1993年7月),同「ナチス近代化論争」同上,第50巻
4号(1997年3月),参 照。またこの動向に関連 して,山 之内靖 ・V.コ シュマ
ン・成田龍一編 「総力戦と現代化』柏書房,1995年,と くに山之内靖,M.プ
リンツ各論文,参 照。
(33)森 戸,前 掲書,と くに12頁 以下。
(34)服 部 『著作集』第4巻,210頁 以下,ま た247頁 。
(35)と くに服部 「勤労生産力昂揚の日本的課題」『改造』24巻7号(1942年7月)
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9頁 以下,同 『著:作集』4巻,第3章4節,258頁 以下。 もとより日本が自ら
の帝国主義的発展段階を全 くもたなかったとは服部は考えてはいない。同上。
なお,大 河内,前 掲書,下 巻,第3編 第4章,を も参照。
(36)服 部はこのように伝統的な分配的社会政策の基礎の重要性を強調する。それ
は社会政策を経済政策の一部,生 産政策として捉えようとする大河内一男への
批判を意味する。そのような考えが日本で用意に受容される点に服部は日本に
おける社会政策の伝統的基礎の弱さを見るのである。
(37)大 河内一男著 『独逸社会政策思想史』(下)『 大河内一男著作集』第2巻,青
林書院新社,1969,1970年(3刷),315頁。
(38)同 「『国民社会主義』 と社会政策」『経済学論集』第5巻11号(1935年),
同 『著作集』第2巻,補 講2。
(39)保 健 ・衛生 ・教育を含めた 「経営社会政策」に対する大河内の鋭いOは,
同 「『経営社会政策』に関する二つの実証的研究」同上第6巻11号(1936年),
同上,補 講3。
(40)同 「独逸社会政策史に関する最近の資料」同上第10巻5号(1940年),同
上,補 講4。
(41)同 上,76頁,同 上,365頁 以下。大河内のこのす ぐれた認識は,「従業員」
(=ナ チス的なGefolgschaftの 日本的受容)な る用語に対する肯定的評価や,
「システム社会」の観念の適用等によって,戦 後社会をもっぱら 「社会的統合」
の側面に結びつけ,階 級的社会からシステム社会への移行 として捉える今日的
な思想状況に対 して も該当するだろう。「社会的統合」論は大河内のいう 「階
級協調」論の現代版といえる。先に引用した 『独逸社会政策思想史』の末尾の
文章を想起すべきである。山之内靖著 『日本の社会科学とヴェーバー体験』筑
摩書房,1999年 は,大 河内一男が現代社会 における 「システム社会」 と 「社
会的統合」への傾向を先駆的に指摘 したことに注目している。 しか し,大 河内
は同時にそれが もつ資本主義的なイデオロギー的特質を重視したのであって,
その彼をパーソンズと同列に論ずるのは適当ではないだろう。む しろパーソン
ズ的な認識の資本主義的な本質を先駆的に解明していた点にこそ大河内のす ぐ
れた面があると見るべきではないか。山之内,同 上,第6章,参 照。なお,第
一次大戦前後の ドイツの社会的統合論的な認識とそのイデオロギー性について
は,拙 著 『ドイツ中小ブルジョアジーの史的分析』岩波書店,1989年,皿2,
参照。なお,『 年報 ・日本現代史』第3号,1997年(総 力戦 ・ファシズムと現
代史)の 「総力戦体制をどうとらえるか」をも参照。
(42)北 岡寿逸 「ナチス社会政策より学ぶべきもの」「新独逸』第3号,1939年 。
(43)拙 稿 「戦時期 日本における経済倫理の問題(下)」 『思想』第936号(2002
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年4月),133頁 以下,参 照。
(44)大 塚久雄のこの書物は戦後の1946年 に2刷 が日本評論社から出版された。
本稿はこの2刷 に依拠している。
(45)原 本はWilliamRalphInge,England,London,1926(TheModernWorld
シリーズのイギ リス篇)で,小 山東一による邦訳(松 山房,1940年)は1933
年改訂版によっている 〔大塚は著者イングを上記原本(1926年)の 背表紙の
表示 によりディー ン・イ ングとしているが,デ ィーン(Dean)は 名前ではな
く,DeanofSt.Pauls(聖 ポール教会主席司祭)の 地位を表 している〕。引用
文は次の通 りである。「〔ピュア リタニズムの〕最悪の誤謬は個人主義よりも寧
ろ国家社会主義にむすびついてみるもの 即ち理想たる国家全体を極度に繁
栄せ しめるには大多数人の幸福を犠牲にしてもよいといふ点であった。」(同訳,
251頁)。 大塚は続けて次のように解説する。「近代イギリスのヂェントルマン
の一典型たるディーン・イングはこの点で,ク ロムウェルのちにナチスの影を,
ナチスのう・ちにクロムウルェ 〔ママ〕の影を見出しつつ恐怖を感 じてみると云
ひえないであらうか。」なお,イ ングのいう 「国家社会主義」(StateSocial-
ism)は,経 済生活への国家的統制とそのための強力政府を意味する広い概念
であって,ナ チズムだけを意味するものではない。 しか し今ここで重要なこと
は,イ ングの国家社会主義理解ではな く,大 塚がそれをナチスに結びつけて解
釈 したことである。なお大塚は併せてM.ヴ ェーバーの 『プロテスタンティズ
ムの倫理と資本主義の精神』(梶 山力訳,123-127頁,但 し改訂版では,・第2
章2)の 参照をも促 している。大塚久雄著 「近代欧洲経済史序説(上 巻)』 時
潮社,1944年,.383頁 注(3)。 但 しこの注に対する本文の該当個所は上記の初
版では欠けており,戦 後の改訂版(1946年,同 『大塚久雄著作集』第2巻,
岩波書店,1969年,所 収)に よりその誤植が正されている。『著作集』での対
応個所の頁は362-4頁 。cf.中 野敏男,前 掲書,309頁 。
(46)同 上,381頁 以下,『 著作集』同上。
(47)大 塚は,し かしこのことを論 じる際に,同 時にプロテク トレイ ト政権の 「崩
壊」を問題 として,そ れを中産的生産者層の分解と関連づけて説明 していた。
現在の視点に立 って判断すれば,ク ロムウェルをヒ トラーに結びつける以上,
大塚は同時にナチス体制の 「崩壊」の可能性についても予見すべきであった。
しか し大塚はナチス ・ドイツの存続を前提にして議論を展開した。その場合
「崩壊」がナチスの場合なぜ問題 とならないのかの説明が必要であった。 ミネ
ルヴァの果のたとえは大塚にも該当する。
(48)大 塚久雄 「農村工業と生産力」『農村工業』第ll巻1号(1944年1月)。 こ
の論文は著作集には収録されていない。拙稿 「大塚久雄の農村工業論の背景一
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同時代日本の論争をめぐって一」住谷一彦 ・和田強縮 『歴史への視線一大塚史
学とその時代一』日本経済評論社,1998年 。
(49)大 塚が注目したのは上記雑誌に掲載 された宮出秀雄の論文 「国土計画に於け
る農工調和と農村工業」同上第9巻11号(1942年ll月)であった。大塚,
同上,28頁 。なおこの点に関連 して,関 口尚志 「ヴァイマル=ナ チス期の
『地域開発』の構想」大野英二 ・住谷一彦6諸 田實編 『ドイツ資本主義の史的
構造』有斐閣,1972年,三 ツ石郁夫著 『ドイツ地域経済の史的形成』勤草書
房,1997年,序 章,参 照。また第一次大戦後の ドイツの中小規模の資本主義
的経営の発展とその重要性については,前 掲拙著,IV,『 参照。
(50)前 掲拙稿,225頁,参 照。
(51)大 塚久雄が戦時経済体制における超重点主義をどのように見ていたかはわか
らないが,こ の論文が客観的に意味することはそれへの批判であり,そ れを不
可避 とする戦時経済体制の現状への疑問である。同じような農村工業擁護論 と
その立場に立った超重点主義批判は上記 『農村工業』の大塚以外のほかの論文
にもみられる。
(52)難 波田春夫 『日本的勤労観』大日本産業報国会,1942年,5頁 。
(53)同 上,45頁 以下。
(54)難 波田春夫著 『国家 と経済』日本評論社,1～5巻,1938～43年,と くに第
4巻(1941年)。 この巻は出版わずか2ヵ 月後に6刷,5ヵ 月後に10刷 を重
ねた。かりに1刷5千 部 とすると,4巻 だけで5万 部が売れたことになる。
(55)同,第5巻,32頁 。
(56)し かし藤田省三著 「天皇制国家の支配原理』(未 来社,1966年)で は難波田
春夫の認識は全 く取上げられていない。
(57)難 波田春夫著 「戦力増強の理論』有斐閣,1943年,1944年,234頁 以下。
(58)山 田盛太郎著 『日本資本主義分析』(岩 波書店,1934年)に おいては,天 皇
制的観念は 「ナポレオン的観念」の語で表現されており,そ の担い手は自作農
の中堅と考えられた。山田はこの 「ナポレオン観念」と 「家長的家族制度」と
の二層性に注目するとともに養蚕業によって支えられた 「ナポレオン観念」の
支柱(=自 作農中堅)の 解体の萌芽を指摘する。同34頁 以下,52頁,61頁 以
下,135頁 。難波田春夫は,民 族構造の観念の担い手を日本民族 ・国民一般に
還元する。
(59)難 波田については大内兵衛著 「経済学50年 』東京大学出版会,1962年(2
刷),301頁 。難波田が郷土 ・家の関係 について依拠 した鈴木栄太郎著 『日本
農村社会学原理』(時 潮社,1940年,1942年)は,農 村の社会的統一性と同時
に,ア メリカ社会学の成果にもとづいて,商 品経済と結びついた 「売買共同圏」
(53)53
政経論叢 第73巻 第1・2号
「経済的関心共同圏」(ruralとurbanと の中間のrurbancommunity)〔=
局地的市場圏〕 とそれに伴 う大きな変化,つ まり 「都市化」と 「農村における
社会的分化」(農 村工業)に ついて分析を行っている。 これは 「民族構造」の
内的解体に関わる重要な観点であるが,難 波田はそれを無視している。なお,
大塚久雄がイギリス経済史において後者の局面を決定的に重視したことは周知
の通 りであり,ま た戦時期の日本の農村工業論が,日 本の農村の伝統的関係の
解体 と密接に関連 して論ぜられたことも想起 されねばならない。
(60)当 時,政 治学の分野で,日 本の 「天皇統治」,「祭政一致の国体」の 「家族的
共同体国家」としての独 自性を指摘 した一人は矢部貞治 「全体主義政治」『日
本国家科学大系』実業之 日本社,第4巻,1943年,で ある。但 し矢部はナチ
ス ・ドイツとの違いを強調はするが,そ れは 「全体主義」の比較分析にもとづ
いてなされた。彼はその分析を通 じて日本を 「全体主義」として 「最も純粋な
模範」 として捉えるのである。矢部貞治の政治思想については,源 川真希 「戦
前 日本のデモクラシー一政治学者矢部貞治の内政 ・外交論一」東京都立大学
『人文学報』第287号(1998年),参 照。なお,特 殊性の一面的強調が共通性
の無視,さ らに比較の観点の排除に結びつく状況は今日の歴史学の中にも強 く
存在する。 この点に関連 して 「ファシズム期」日本に関する戦後知識人の認識
の推移 とその性格 について分析 した,石 田雄著 『現代政治の組織と象徴』みす
ず書房,1978年,第6章,参 照。戦前 ・戦時の日本的体制が,独 裁制の形態
をとったナチス ・ドイツの体制 と異なることを一面的に強調 し,フ ァシズム概
念の日本への適用を排除し,さ らに比較の観点をも遠ざけようとする最近の状
況とそれへの批判については,『 歴史学研究』12,1977年12月(特 集 「日本
ファシズム論の再検討」)の 安部博純 ・壬生史郎の各論文,安 部博純著 「日本
ファシズム論』影書房,1996年,第1編 また上記のような見方の外国人歴
史学者への影響 とそれへの批判については,AndrewGordon,Laborand
ImperialDemocracyitPrewarJapan,.Berkeleyetal。,1991Conclusionを
それぞれ参照。
(61)拙 稿 「戦時期日本における経済倫理の問題(上)」 『思想』934号,2002年 。
(62)前 掲拙稿 「日本における 『経済新体制』問題とナチス経済思想」参照。
(63)戦 後大内兵衛は,難 波田の主著 『国家と経済』を,『 国体の本義』と共に,
日本の戦争の 「理念」と 「科学」の基礎を示す ものと記 しているが,そ れは過
大評価であった。 日中戦争と太平洋戦争の 「理念」 と 「科学」は難波田の著書
が示すような単純な日本的独自性論だけでは捉えられないのである。
(64)前 掲拙稿,101頁 以下。cf.田,前 掲書,134頁 以下,150頁 以下。藤田は
:革新官僚の立場に関して説明を行っているが,戦時経済にとって決定的に重要
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な生産力拡充計画や統制経済体制に関わる彼らの経済新体制の構想について論
じていない。そのために 「天皇制国家の支配原理」の中に総力戦理論が明確に
位置づけられていず,そ れと国家 。郷土 ・家の論理との結合的関連 も十分に分
析されていないように思われる。なお,竹 山護夫 「日本ファシズムの文化史的
背景」浅沼和典/河 原宏/柴 田敏夫編 『比較ファシズム研究』成文堂,1982年,
のす ぐれた論述,参 照。
(65)難 波田,上 掲 『国家 と経済』第4巻 序言。 日本でのゴットル研究については
大林信治 「経済哲学 ・方法論」長 ・住谷編 『近代日本経済思想史』n。
(66)ChristinaKruse,DieVolkswirtschaftslehreimNationalsozialismus,
Freiburgi.Br.,1988,S.112ff,HelmutWoll,DieWirtschaftslehredes
deutschenFaschismus,MUnchenl988,S.71ff.
(67)政 治思想的観点に立 った同時代 日本のす ぐれた分析として,南 原繁著 『国家
と宗教』岩波書店,1942年,第4章(ナ チス世界観と宗教).が ある。最近の
研究 としては,中 村幹雄著 「ナチ党の思想 と運動』名古屋大学出版会,1990
年,第4章 。
(68)磯 辺秀俊著 『ナチス農業の建設過程』東洋書館,1943年,80頁 以下。我妻
栄 「ナチス所有権理論」(1938年),同 署 「民法研究1』 有斐閣,1966年,358
頁以下。
(69)ll月 革命とワイマール共和制を経た ドイツと戦前日本の場合とは事情が大
きくことなることはもちろんである。
(70)利 潤統制 と結合 した労働者重視の労働体制の実現という観点に立 った日本的
現状への批判,そ の後進性への批判が戦時経済体制そのものへの批判を意味し
なかったこと,む しろ,そ の合理的な編成替に連なる方向を有 していたことに
ついては,こ れまでも指摘されてきたことである。同時に,戦 争体制 ・全体主
義的体制そのものへの批判がおよそ不可能な抑圧的状況の下で,な おかつ批判
的立場がどれほど重要な意味をもったか,も これまで留意されてきた点である。
風早 ・服部に対する国家的弾圧の現実が彼 らの批判的立場の意義を明白に表示
している。
(71)人 種主義と結びついた民族的共同体思想の非合理性に対する同時代の批判者
としては法学者の我妻栄や南原繁が重要である。我妻,前 掲論文,南 原,前 掲
書,参 照。彼らのナチス・ドイツ論は同時に日本の同じ状況に対する批判を含
意 していた。
(72)松 田智雄著 『近代の史的構造論』近代思想社,1948年,は その起点 といえ
るであろう。
(55)55
